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諮問庁：消費者庁長官 

諮問日：平成２６年８月２８日及び同年１１月１９日（平成２６年（行情）諮

問第４６４号及び同第６１６号） 

答申日：平成２８年７月４日（平成２８年度（行情）答申第１６７号及び同第

１６８号） 

事件名：特定日に開催された特定政党のＰＴの会議メモ等の一部開示決定に関

する件 

    特定日に開催された特定政党のＰＴの会議メモ等の一部開示決定に関

する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   別紙に掲げる文書１ないし文書１０（以下，併せて「本件対象文書」と

いう。）につき，その一部を不開示とした各決定については，異議申立人

が開示すべきとする部分のうち，別表の３の欄に掲げる部分を開示すべき

である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２６年４月１０日付け消取引第２

２５号及び同年６月２０日付け消取引第４２６号により消費者庁長官（以

下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った各一部開示決定（以下，

順に「原処分１」及び「原処分２」といい，併せて「原処分」という。）

について，その取消しを求める。 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立人が主張する異議申立ての理由は，異議申立書及び意見書の記

載によると，おおむね次のとおりである。 

 （１）異議申立書１（平成２６年（行情）諮問第４６４号） 

   ア はじめに 

   （ア）法の目的 

      法１条は，「この法律は，国民主権の理念にのっとり，行政文書

の開示を請求する権利につき定めること等により，行政機関の保有

する情報の一層の公開を図り，もって政府の有するその諸活動を国

民に説明する責務が全うされるようにするとともに，国民の的確な

理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進に資することを目
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的とする。」と定め，法の目的が行政庁に説明責任を全うさせる点

にあることを宣言している。 

   （イ）異議申立人の行政文書開示請求の趣旨 

      特定年月Ｃに特定会社Ｘが破綻し，未曾有の消費者被害を生み出

したことを契機として，現在，消費者庁における特定商法業者への

対応が適切であったか否かが問われている。 

      特定年Ｄに，特定商品等の預託等取引契約に関する法律（以下

「預託法」という。）の規制対象たる特定商品として家畜等が追加

されたことにより，特定商法が預託法の規制を受けることになった

ものの，その後も特定商法業者による被害は絶えず，消費者庁に預

託法の所管が移った後も，特定年Ｅには特定会社Ｙの破綻，そして

特定年Ｆには特定会社Ｘの破綻などによって多くの被害を生み出し

た。すなわち，特定商法が預託法による規制を受けるに至ってから，

長期間にわたり，特定商法による被害者が増え続けていたことにな

る。 

      このような経緯に照らせば，悪質な特定商法業者に対する消費者

庁の対応が適切なものであったか否かという点に国民の関心が注が

れるのは，至極当然のことである。 

      異議申立人による行政文書開示請求の趣旨は，この点について，

消費者庁の「諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにする」

ことにある。 

      このことは，消費者庁及び消費者委員会設置法（以下「設置法」

という。）３条において，消費者庁が「消費者が安心して安全で豊

かな消費生活を営むことができる社会の実現に向けて，消費者の利

益の擁護及び増進，商品及び役務の消費者による自主的かつ合理的

な選択の確保並びに消費生活に密接に関連する物資の品質に関する

表示に関する事務を行うことを任務とする」と規定されていること

からも明らかである。 

      しかしながら処分庁は，異議申立人への一部の文書開示を拒否し，

特に「問 農林水産省から消費者庁へは・・・」の参考資料のうち，

「参考」の記載を除く部分については，「参考」の文字を除くすべ

ての部分について，黒塗りとして開示した。以下では，かかる処分

庁の対応が全く理由のないものであって，速やかに文書開示がなさ

れるべきであることを述べる。 

   イ 不開示処分に理由がないこと 

   （ア）原処分１では，以下の不開示理由を根拠に文書１についての部分

開示決定がなされている。 

      しかし，このような部分開示決定の不開示理由についてはいずれ
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も理由がなく，対象文書につき，全面開示がなされるべきことは明

らかである。 

   （イ）特定会社Ｘ役員の印影について 

      この部分開示決定は，特定会社Ｘ役員の印影部分を不開示とした

ものであるが，かかる印影を公にすることにより，印影が偽造され

るなど当該法人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれや犯罪の予防に支障を来すおそれがあるとして，法５条２号

イ及び４号に該当するとして，当該部分を不開示としたものである。 

      しかし，前述したように，既に特定会社Ｘは破産し，その法人格

は消滅しているのであって，特定会社Ｘの役員の印影が公になるこ

とで，特定会社Ｘの権利や競争上の地位その他正当な利益が害され

るという事態は起こりえない。また，かかる印影を開示することが

犯罪の発生につながり，その犯罪の予防に支障を来すというような

事態は全く想定できない。 

      従って，このような不開示理由は法５条２号イ及び４号に該当し

ないことが明らかである。 

   （ウ）「問 農林水産省から消費者庁へは・・・」の参考資料のうち，

「参考」の記載を除く部分 

     Ａ この部分についての不開示決定は，まず，不開示となった部分

がいずれも，法５条５号にいう，いわゆる「意思形成過程情報」

にあたり，これを公にすることにより，「行政機関の内部又は他

の行政機関との率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれ，

不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある」とするもの

である。 

     Ｂ しかしまず，本件の不開示部分は，特定政党主催の特定ＰＴに

おける消費者庁の想定問答における参考資料である。そして，

特定ＰＴは，農林水産省，消費者庁の担当者だけではなく，特

定政党特定調査会の関係者のみならず，異議申立人が所属する

特定弁護団のメンバーも参加していたのである。そして，この

ような参加者から，この想定問答に記載された事項についての

質問の対応上必要があれば，その場で内容が公になっていたも

のである。 

       したがって，かかる不開示部分は何らかの形で公になることが

想定されていたものであって，そもそも不開示とすべき性質の

ものではない。 

     Ｃ また，法５条５号にいう「率直な意見の交換が不当に損なわれ

るおそれ」とは，公にすることにより，外部からの圧力，干渉

等の影響を受けることなどにより，率直な意見の交換又は意思
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決定の中立性が損なわれるおそれがある場合をいい，「不当に国

民の間に混乱を生じさせるおそれ」とは，未成熟な情報，事実

関係の確認が不十分な情報等を公にすることにより，国民の誤

解や憶測を招き，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれが

ある場合をいう（消費者庁における情報公開法に基づく処分に

係る審査基準（以下「審査基準」という。）第３の５（３））。 

       そして，本件の不開示部分は，特定政党特定ＰＴの想定問答で

「問 農林水産省から消費者庁へは，特定会社Ｘについてきち

んと引き継がれていたのか」という質問に対する答弁の参考資

料として添付されているものであり，農林水産省の特定会社Ｘ

への立入検査の経緯や定期報告についての経緯，農林水産省か

ら消費者庁への特定会社Ｘに関する情報や事務の引継ぎに関す

る過去の経緯が記載されているものと考えられる。 

       そして，そのような過去の経緯自体，率直な意見の交換又は意

思決定の中立性といった事項と関わりが強い事実とはいい難い

し，「未成熟な情報，事実関係の確認が不十分な情報」ともいえ

ない。 

       しかも，特定会社Ｘは既に破産し，その法人格が消滅している

のであって，この特定会社Ｘについての農水省の引継ぎに関す

る事項は既に過去の事情であるし，今後行政機関の最終的な意

思決定が予定されてもいない。 

       従って，これによって，消費者庁の適正な意思決定が損なわれ

たり，誤解や憶測による国民の混乱が生じるおそれは全く存在

しないのであるから，この不開示部分に記載されている情報が

法５条５号に該当することはない。 

     Ｄ 次に，部分開示決定の２つ目の理由は，不開示となった部分に

つき，これを公にすることにより，預託法の調査・検討にあた

っての行政庁の着眼点や考え方が明らかとなり，今後同種事案

において，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若し

くは不当な行為を容易にし，その発見を困難にするおそれがあ

り，法５条６号イに該当するというものである。 

       前述したように，不開示部分には，農林水産省の特定会社Ｘへ

の立入検査の事実関係や定期報告についての経緯，農林水産省

から消費者庁への特定会社Ｘに関する情報や事務の引継ぎに関

する過去の経緯が記載されているものと考えられるが，こうい

った経緯や事実関係から直ちに預託法の調査・検討にあたって

の行政庁の着眼点や考え方が明らかとなるとはいえないし，今

後同種事案において，正確な事実の把握を困難にするおそれ又
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は違法若しくは不当な行為を容易にし，その発見を困難にする

おそれがあるともいえない。 

       また，現在，我が国に特定商法業者は存在しない。特定商法業

者は，同商法が預託法の規制を受けるようになった特定年Ｄ当

時，特定数社ほど存在したが，その後次々と破綻し，特定年Ｅ

には特定会社Ｙが，そして特定年Ｆの特定会社Ｘが破綻したこ

とにより，現在，我が国に特定商法業者は存在していないので

ある。 

       また，特定年月日Ｇの特定会社Ｘの取締役らに対する預託法違

反の有罪判決が下され，これが広く報道されたことにより，特

定会社Ｘが被害総額約４２００億円，総被害者数約７万３００

０人に及ぶ，我が国史上最大の消費者被害を発生させたことが

世間一般に知れ渡った。 

       以上の状況の中で，今後新たに特定商法を行う事業者が現れる

可能性は皆無といっても過言ではない。したがって，現在特定

商法業者がおらず，さらにはこれから同業者が出現する見込み

もないから，同種事案，すなわち特定商法業者の違法又は不当

な行為が容易になる可能性などないことが明らかである。 

       以上より，処分庁の不開示理由は，法５条６号イの要件を満た

さないことが明らかである。 

   ウ 結語 

     以上のとおり，処分庁が異議申立人の開示請求に対して，不開示決

定をする理由がなく，部分開示決定が違法であることは明らかであ

る。 

     繰り返しになるが，消費者庁は，「消費者の利益の擁護及び増進」

（設置法３条）のため，この度の特定商法による消費者被害と同様

の被害が発生することを防止すべく，これまでの調査活動，法執行

に関する情報を国民に開示し，「その諸活動を国民に説明する責務」

（法１条）を果たすことこそが求められている。そのためにこそ異

議申立人は，本件の全面的な文書開示を求める次第である。 

 （２）意見書１（平成２６年（行情）諮問第４６４号） 

   ア はじめに 

   （ア）異議申立書１においても述べた通り，法１条は，「この法律は，

国民主権の理念にのっとり，行政文書の開示を請求する権利につき

定めること等により，行政機関の保有する情報の一層の公開を図り，

もって政府の有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされる

ようにするとともに，国民の的確な理解と批判の下にある公正で民

主的な行政の推進に資することを目的とする。」と定め，法の目的
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が行政庁に説明責任を全うさせる点にあることを宣言し，設置法３

条には，消費者庁が「消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営

むことができる社会の実現に向けて，消費者の利益の擁護及び増進，

商品及び役務の消費者による自主的かつ合理的な選択の確保並びに

消費生活に密接に関連する物資の品質に関する表示に関する事務を

行うことを義務とする」と規定されている。 

   （イ）そして，特定会社Ｘによる消費者被害は，被害者数約７万３００

０人，被害総額約４２００億円という，我が国史上最大の消費者被

害であり，現在，特定会社Ｘの所轄官庁であった，農林水産省や消

費者庁の対応の適正性が問われていることを考えると，消費者庁は

重大な説明責任を負っている。 

      加えて，まさに現在，この件に関し，国家賠償請求訴訟が提起さ

れ，消費者庁の対応の適切性であったか否かという点について，特

定会社Ｘによる被害者や国民の大きな注目が集まっていることを考

えると，先に述べた消費者庁の説明責任は，なお一層高まっている

ものといえる。 

   （ウ）異議申立人による行政文書開示請求の趣旨は，この点について，

消費者庁の，行政機関としての，そして特定会社Ｘの所轄官庁とし

ての説明責任が全うされることにあり，農林水産省や消費者庁によ

る特定会社Ｘに対する対応が果たして適正なものであったか否かと

いうことを明らかにし，今後再び，特定会社Ｘによって引き起こさ

れたような重大な消費者被害が発生することを防止するところにあ

る。 

   （エ）しかしながら処分庁は，このような異議申立人による行政文書開

示請求に関し，一部不開示処分を行った。 

      しかも，不開示となった部分は，いずれも，対象文書の中で，消

費者庁や農林水産省の特定会社Ｘに関する具体的な対応等が記載さ

れていると思われる，対象文書の核心部分なのであって，消費者庁

による自己保身とすら受け取ることができる不当な処分内容となっ

ている。 

      また，後述するように，対象文書の各不開示部分について不開示

が法の定める要件を充足しないことは明らかであることからしても，

本情報開示請求につき，一部不開示とした処分内容は著しく不当な

ものであることが明白である。 

   （オ）この点につき，諮問庁は，理由説明書１において，消費者庁に

「『政府の有するその諸活動を国民に説明する責務』があることを

もって，直ちに本件対象文書の一部不開示が極めて不当とはならな

いことは明白である。」とする。 
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      しかし，これまで述べてきたところから明らかな通り，異議申立

人は，法１条から直ちに，原処分１が不当であることとしているの

ではない上，対象文書の各不開示部分についての不開示決定が法の

定める不開示理由を充足しないことは明らかであり，処分庁の一部

不開示が極めて不当であることは明白である。 

      以下，各不開示部分について，異議申立人の意見を述べることと

する。 

   イ 本件不開示部分１について 

   （ア）法５条２号イに該当しないこと 

     Ａ 異議申立人の意見 

     （ａ）まず，法５条２号イにいう「権利」とは，信教の自由，集

会・結社の自由，学問の自由，財産権等，法的保護に値する権

利一般をさし，同号にいう「競争上の地位」とは，法人等又は

事業を営む個人の公正な競争関係における地位をいう。「その

他正当な利益」には，ノウハウ，信用等法人等又は事業を営む

個人の運営上における地位を広く含むものである（審査基準第

３の２（３））。 

        そして，異議申立書１においても述べた通り，既に特定会社

Ｘは破産し，その法人格は消滅しているのであり，「信教の自

由，集会・結社の自由，学問の自由，財産権等，法的保護に値

する権利」の享有主体となりえないことは明らかであるし，す

でに事業を行っていない特定会社Ｘに「公正な競争関係におけ

る地位」，「法人等又は事業を営む個人の公正な競争関係におけ

る地位」も失われていることが明らかである。 

     （ｂ）したがって，いかなる意味においても，特定会社Ｘの権利，

競争上の地位その他正当な利益を害される事態は想定しえない

のであって，本件不開示部分１が法５条２号イの要件を充足し

ないことは明らかである。 

     Ｂ 諮問庁の主張及びそれに対する反論 

     （ａ）この法５条２号イの該当性につき，諮問庁の理由説明書１で

は，明確に触れられていないが，「例えば特定会社Ｘの役員の

印影が偽造され，虚偽の契約書を作成し，その契約書をもって

損害を受けたと主張して損害賠償請求を提起する事態が発生す

るおそれがある。」という部分がそれにあたり得ると思われる。 

     （ｂ）しかし，前述したように，法人格が消滅した特定会社Ｘに対

し，損害賠償請求訴訟を提起することは法律上不可能である以

上，これにより，前述したような特定会社Ｘの権利，競争上の

地位その他正当な利益を害される事態はやはり想定しえないの
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であって，諮問庁がかかる事情をもって法５条２号イの該当性

を主張するのであれば，それは明らかに失当である。 

   （イ）法５条４号に該当しないこと 

     Ａ 異議申立人の意見 

     （ａ）法５条４号は，行政機関による説明責任と公共の安全との比

較考量の見地から，不開示の例外事由を定めたものであり，

「犯罪の予防・・・に支障を来たすおそれがあると行政機関の

長が認めることにつき相当の理由がある情報」であることを要

する（法５条４号）。そして，審査基準第３の４（４）（参考）

には，本号に該当する例として，「犯罪の捜査の事実又は内容

に関するもの」，「犯罪の捜査の手段，方法に関するもの」，「情

報提供者，被疑者，捜査員等関係者に関するもの」，「犯罪目標

となることが予想される施設，要人の所在や警備の状況に関す

るもの」が挙げられている。そして，これらは，犯罪の捜査へ

の支障や犯罪の誘発など，公共の安全に直結するような事情と

いえ，同号に該当する事情たりうるためには，こうした公共の

安全に直結するような蓋然性のある事情が必要と解される。 

     （ｂ）そして，異議申立書１においても述べた通り，特定会社Ｘの

法人格は既に消滅しているのであり，本件不開示部分１の印影

が公になることによって，何らかの犯罪の発生につながり，そ

の犯罪の予防に支障を来すような事態は全く想定できない。 

        また，このような事態が仮に想定できたとしても，それは極

めて抽象的かつごく小さな可能性に留まる（この点は後述す

る。）のであって，犯罪の予防にあたり必要かつ相当な情報と

はいえず，本件不開示部分１が法第５条４号に該当しないこと

は明らかである。 

     Ｂ 諮問庁の主張及びそれに対する反論 

     （ａ）この点につき，諮問庁の理由説明書１では，「例えば特定会

社Ｘの役員の印影が偽造され，虚偽の契約書を作成し，その契

約書をもって損害を受けたと主張して損害賠償請求訴訟を提起

する事態が発生するおそれがある。また，特定会社Ｘの役員の

印影を用いて，特定会社Ｘと契約していた消費者を狙った詐欺

行為等の犯罪行為を誘発しかねず，犯罪の予防に支障を及ぼす

おそれがある」，「特定会社Ｘは，破産手続を終結して法人格が

消滅しているが，その事実は，法律的には周知されているもの

の，実際上は世間一般に知れ渡って誰しもが知っているわけで

はないため，特定会社Ｘの役員の印影を用いた詐欺行為によっ

て消費者が損害を被るおそれがある。」などとし，法５条４号
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に該当するとされている。 

     （ｂ）しかしながら，すでに法人格が消滅した特定会社Ｘに対する

損害賠償請求が不可能であることは既に述べた通りであるし，

特定会社Ｘ問題は大きな社会問題となり，特定会社Ｘが破綻し

た事実，さらには，役員等が預託法違反で公判請求を受け，実

刑判決を受けたことは広く報道の対象となったのであって，国

民にとっては既に周知の事実であるから，「特定会社Ｘの役員

の印影を用いて，特定会社Ｘと契約していた消費者を狙った詐

欺行為」がなされるおそれや，「特定会社Ｘの役員の印影を用

いた詐欺行為によって消費者が損害を被るおそれ」は想定でき

ないし，できたとしても，そのような詐欺行為が誘発されるよ

うなおそれや可能性は，極めて抽象的なものであり，公共の安

全に直結するような蓋然性のある事情とはいえない。 

        そして，このようなもはや空想ともいうべき抽象的な可能性

しかないような事情を想定することによって不開示を認めるな

らば，実際上，行政機関が保有するほとんどすべての情報が法

５条４号に該当することとなってしまうのであり，このような

解釈が，解釈論としての妥当性，均衡を欠くことも明らかであ

る。 

   （ウ）小括 

      以上に述べたようなことから，本件不開示部分１は，法５条２号

イ及び４号に該当しないことは明らかであり，諮問庁の諮問理由も

失当であるから，開示を要することが明らかである。 

   ウ 本件不開示部分２について 

   （ア）法５条５号に定める情報に該当しないこと 

     Ａ 異議申立人の意見 

     （ａ）法５条５号にいう「率直な意見の交換が不当に損なわれるお

それ」，「不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」の意義は，

異議申立書１に記載した通りである。 

        そして，本件不開示部分２には，農林水産省から消費者庁に

特定会社Ｘに関する事項の引継ぎがなされた経緯，すなわち農

林水産省の特定会社Ｘへの立入検査の経緯や定期報告について

の経緯，農林水産省から消費者庁への特定会社Ｘに関する情報

や事務の引継ぎに関する過去の経緯といった意見の交換や審議

の前提となる確実性の高い事実関係が記載されていると考えら

れる。 

        そうした事実関係は，行政機関内部での会議資料に記載され

ている情報とは異なり，その性質上，不開示理由に記載されて
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いるような，「自由討議，一定の責任者の段階での意思統一を

図るための協議や打合せ，決裁を前提とした説明や検討など，

各段階において行われた審議，検討に関連して作成された情

報」，すなわち，行政機関内部での審議や検討に関連性はごく

薄いものと考えられるし，そうした過去の経緯や事実が，「国

民の誤解や憶測を招き，または不当に国民の間に混乱を生じさ

せる」ほど，議論を呼ぶような事情が記載されているとも考え

難い。 

        審査基準第３の５（６）エが，「審議，検討等に関する情報

であっても，当該情報が専門的な検討を経た調査データ等の客

観的，科学的事実又はこれに基づく分析等を記録したものにつ

いては，一般的には本号に該当する可能性が低い」としている

のもこの趣旨であり，本件不開示部分２は「率直な意見の交換

若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ」たり，「不当に

国民の間に混乱を生じさせるおそれがある情報」とはいえない。 

     （ｂ）また，こうした過去の情報については，「国の機関又は地方

公共団体としての意思決定が行われた後は，審議，検討等に関

する情報を公にしても，一般的には，「率直な意見の交換若し

くは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ」が生じる可

能性が少なくなるものと考えられる」とされている（審査基準

第２の５（６）ア）ところ，特定会社Ｘが破綻し，すでに法人

格すら失われている現在においてこうした過去の情報を公にす

ることで，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性に与え

る影響は皆無であるか，極めて小さいものと考えられる。 

     （ｃ）国民への影響に関しても，審査基準において例として挙げら

れているような「特定の物資が将来不足することが見込まれる

ことから政府として取引の規制が検討されている段階において，

その検討情報を公にすれば，買占め，売惜しみ等が起こるおそ

れがある場合」（審査基準第２の５（４））のような，混乱が生

じることは想定できない。 

     Ｂ 諮問庁の主張及びそれに対する反論 

     （ａ）この点に関して，諮問庁は理由説明書１において，「審議，

検討等が終了し意思決定が行われた後であっても，将来予定さ

れている同種の審議，検討等に係る意思決定に不当な影響を与

えるおそれがある場合には法５条５号に該当しうるとされてい

る」とした上で，「本件においても，預託法違反調査の過程に

おいて内部で審議・検討された内容は，特定会社Ｘの案件特有

の内容ではなく，将来の同種の預託法違反調査に係る意思決定
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に共通し，連続性を有する内容である。」とし，「率直な意見交

換または意思決定の中立性は現在もなお確保されるべきもので

ある」とし，また，「当該想定問答内容を検討するに当たり，

当時の担当者個人の記憶に基づいて作成されたものであり，そ

の情報が正確かどうかは必ずしも明確ではないから，事実確認

の不十分な情報を不用意に国民に公にすることで，不当に国民

の間に混乱を生じさせるおそれがある情報である」として，法

５条５号に該当するとしている。 

     （ｂ）しかし，そもそも本件不開示部分２の情報は，その性質上，

行政機関内部での審議や検討の前提をなす，確実性の高い情報

が記載されていると考えられること，また，「国民の誤解や憶

測を招き，または不当に国民の間に混乱を生じさせる」とも考

え難いことは前述した通りである。 

        また，本件不開示部分２は，想定問答集の参考資料であり，

わずか１頁の分量の資料である。このような資料自体，詳細な

会議資料とは自らその性格を異にするのであって，仮に，行政

機関内部での審議，検討に関する事項や国民に混乱を生じさせ

るおそれがある事項が記載されているとしても，それは，要約

された，簡潔な事項に限られているはずであり，将来的な消費

者庁における同種の意見交換または意思決定の中立性が害され，

又は国民に不当な混乱を生じさせるようなおそれはないと考え

られる。 

        したがって，この点に関する諮問庁の諮問理由も失当であり，

本件不開示部分２の情報は，法５条５号に該当しないことが明

らかである。 

   （イ）法５条６号イに定める情報に該当しないこと 

     Ａ 異議申立人の意見 

     （ａ）特定会社Ｘが社会問題化したことにより，現在，我が国に，

特定商法業者が存在せず，将来的に，特定会社Ｘと同種の問題

が生じるおそれが皆無であり，不開示部分の情報が公になって

も，預託法に違反する違法または不当な行為が容易になる可能

性がないことは，異議申立書１に記載した通りである。 

     （ｂ）加えて，法５条６号イにいう，「適正な事業の遂行に支障を

及ぼすおそれ」とは，「行政機関の長に広範な裁量権限が与え

られるものではなく，各規定の要件の該当性を客観的に判断す

るものとし，事務若しくは事業の根拠となる規定又はその趣旨

に照らし，公益的な開示の必要性等の種々の利益を衡量した上

での『適正な遂行』といえるものであるかどうかにより判断す
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る」ものとされ（審査基準第３の６（１）ウ），「『支障』の程

度は名目的なものでは足りず実質的なものを必要とし，また

『おそれ』の程度も単なる確率的な可能性ではなく，法的保護

に値する蓋然性があると認められるかどうかにより判断する」

ものとされている（審査基準第３の６（１）エ）。 

        前述したように，本情報開示請求は，消費者庁や農林水産省

による特定会社Ｘによる消費者被害への対応の適切さを問うも

のであり，この点に関しては，現在，国家賠償請求訴訟も提起

されており７万３０００人にも上る被害者や国民が非常に強い

関心を有している事項である。そして，本件不開示部分２は，

「農林水産省から消費者庁へは，特定会社Ｘについてきちんと

引き継がれていたのか。」という点についての答弁の参考資料

なのであり，農林水産省から消費者庁へ特定会社Ｘについて引

継ぎの経緯等が記載されていると考えられ，まさに，農林水産

省や消費者庁の特定会社Ｘへの対応と密接に関連する事項が記

載されていると考えられるから，開示の必要性は極めて高い。 

        他方で，前述したように，本件不開示部分２は，想定問答集

の参考資料であり，わずか１頁の分量の資料である。このよう

な資料自体，詳細な会議資料とは自らその性格を異にするので

あって，仮に本件不開示部分２に「預託法の調査，検討にあた

っての行政庁の着眼点や考え方」が記載されているとしても，

それは要約された，簡潔な事項に限られているはずであり，実

質的に考えて，そのような事項を開示することによって，預託

法の規制行政に関しての消費者庁の業務に支障を来す蓋然性は

存在しないか，極めて小さい。 

        したがって，本件不開示部分２は，開示の必要性が極めて高

い反面，本件不開示部分２が開示されないことにより保護され

る消費者庁の利益は極めて小さいのであるから，「適正な事業

の遂行に支障を及ぼすおそれ」が存在しないことは明らかであ

る。 

        したがって，本件不開示部分２は法５条６号イの不開示理由

に該当せず，開示を要することが明らかである。 

     Ｂ 諮問庁の主張及びそれに対する反論 

     （ａ）これに対して，諮問庁は理由説明書１において，「将来的に

特定商法業者が出現する可能性があるため，今後預託法に違反

する違法または不当な行為が容易になる可能性を否定されるも

のではない」，「本件不開示部分２に記載された預託法違反調査

における着眼点や考え方は，特定商法業者に特有のものではな
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く，その他に預託法の適用を受ける事業者によって違法または

不当な行為を隠蔽される可能性がある等の弊害がなお残ってい

る」として，本件不開示部分２は法５条６号イに定める情報に

該当するとしている。 

     （ｂ）しかしながら，前述したように，本件不開示部分２には，農

林水産省から消費者庁に特定会社Ｘに関する事項の引継ぎがな

された経緯，すなわち農林水産省の特定会社Ｘへの立入検査の

経緯や定期報告についての経緯，農林水産省から消費者庁への

特定会社Ｘに関する情報や事務の引継ぎに関する過去の経緯と

いった事項が記載されていると考えられるところ，このような

情報から，預託法に違反する違法または不当な行為が容易にな

るのか，極めて疑問である上に，このような引継ぎに関する経

緯といった事項の開示により，何故に預託法に違反する違法ま

たは不当な行為が容易になるのか，不開示理由からは判然とし

ない。 

        しかも，前述したように，本件不開示部分２は，わずか１頁

の資料なのであり，これらの情報が要約され，簡潔にしか記載

されていないと考えられることからすると，将来的に発生する

可能性がある特定商法業者や預託法の適用を受ける事業者にと

り，預託法に違反する違法または不法な行為が容易になる程に

詳細な情報が記載されているとも考え難い。 

        したがって，この点に関しての諮問庁の諮問理由も失当であ

ることが明らかであり，本件不開示部分２に記載された情報は，

法５条６号イに定める情報に該当しないことが明白である。 

   （ウ）小括 

      以上のことから，本件不開示部分２については，法５条５号及び

６号イのいずれの不開示理由にも該当しないことが明らかである上，

諮問庁の主張も失当であることが明らかであるから，開示を要する

ことが明らかである。 

   エ 結語 

     以上に述べてきたところから，原処分１は，法の定める不開示理由

に該当しないことが明らかである上，諮問庁の挙げる不開示理由，

諮問理由が失当であり，不開示部分については，いずれも開示を要

することが明白であるので，処分庁が行った一部不開示決定を取消

す旨の答申を求め，本意見書の提出に至った次第である。 

 （３）補充意見書（平成２６年（行情）諮問第４６４号） 

   ア 異議申立人補充意見 

   （ア）本件不開示部分１について 
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      本件不開示部分１について，特定会社Ｘの破産手続が結了し，そ

の法人格が消滅している現段階において，本件不開示部分１の印影

が公になったとしても，それが何らかの犯罪の発生につながり，そ

の犯罪の予防に支障を来すような事態が想定できず，また想定でき

たとしても極めて小さな可能性にとどまることは既に意見書１にお

いて述べた通りである。 

      諮問庁は，本件では，役員の印影の偽造による犯罪がなされる可

能性があり，また，法５条４号に規定する「犯罪の予防」について，

「犯罪の発生可能性についてはあらゆる可能性を想定すべき」であ

るとし，本件不開示部分１は法５条４号の不開示事由に該当するも

のとする。 

      しかし，諮問庁の主張するように法５条４号に規定する「犯罪の

予防」について，いかにわずかな犯罪発生の可能性しかないような

場合でもこの「犯罪の予防」のために必要な情報にあたると解する

ならば，実際上，規制行政の分野においては，あらゆる行政文書が，

「犯罪の予防」という名目の下，法５条４号によって不開示とされ

ることになりかねないのであって，このように広範な解釈を許すな

らば，国民の知る権利が害され，行政文書について原則的に開示す

べきものとする法の趣旨そのものを没却する結果となるのであり，

法解釈としての妥当性を欠く。 

      実際に，諮問庁の主張する，「役員の印影の偽造→虚偽の契約書

の作成→虚偽の損害賠償訴訟の提起」という犯罪行為の因果経過が

極めて間接的かつ抽象的なものであり，あまりに具体性を欠くもの

である上に，このような犯罪発生の可能性は著しく低い（なお，諮

問庁はこのほかにも元役員の印影を偽造した第三者が，特定会社Ｘ

と契約していた消費者に対し，特定会社Ｘ関係者による謝罪を装っ

て詐欺等何らかの犯罪行為を行うおそれがあるとも主張するが，具

体的な犯罪行為の内容が全く不明であり，反論の要を認めない。）。 

      このように，諮問庁の主張は，法解釈としての妥当性を欠くもの

であり，このような解釈に依拠した諮問庁の主張は失当であること

が明らかである。 

      そして，以上の通り，本件不開示部分１の開示によって，犯罪の

予防に支障を来す具体的なおそれは存在しないから，本件不開示部

分１は，法５条４号に該当せず，開示を要するものというべきであ

る。 

   （イ）本件不開示部分２について 

     Ａ 法５条５号該当性について 

       本件不開示部分２が，行政機関内部での審議や検討等との関連
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性が薄く，不開示理由にいう「率直な意見の交換が不当に損な

われるおそれ」や「不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれ」

がなく，法５条５号に該当しないことは既に意見書１において

述べた通りである。 

       加えて，諮問庁は補充理由説明書において，本件不開示部分２

に記載されている情報は，「消費者庁発足時の引継ぎに係る当時

の担当者に対する確認した事項について記載したものを特定会

社Ｘの審議・検討の際に使用しているものである」という。 

       しかし，そうであるとするならば，本件不開示部分２に記載さ

れた情報は，消費者庁発足時の引継ぎに関する事実関係で，審

議や検討の前提として審議・検討に使用されたものに過ぎない

情報であるということになるが，こうした情報は，客観的事実

が記載されているに過ぎない点，審議検討の前提として用いら

れた情報に過ぎない点で，審議，検討に何らかの不当な影響を

及ぼし，率直な意見の交換等が損なわれるおそれはないという

べきである。 

       したがって，本件不開示部分２に記載された情報は，法５条５

号には該当しないことは明らかである。 

     Ｂ 法５条６号イ該当性について 

       特定会社Ｘ問題をめぐる消費者庁や農水省の対応が国民の強い

関心事であり，本件不開示部分２の公益的な開示の必要性が高

度である反面，わずか１頁で構成されるにすぎない本件不開示

部分２に「預託法に違反する違法または不当な行為を容易にす

る」ような預託法調査における着眼点が記載されているとは考

えにくく，不開示による利益が極めて小さいことは既に意見書

１において述べた。 

       これに対し，諮問庁は，「法上の不開示情報の該当性について

は，一般的・客観的観点から判断すべきであり，開示請求の理

由や当該文書の利用目的，開示請求者が誰であるかといった個

別的事情は，当該文書を開示すべきか否かの判断に影響を及ぼ

さない」，「異議申立人は自らの目的を独善的に語るのみであ」

るとしてあたかも，異議申立人の主張が個人的目的に基づくも

のであるかのように主張する。 

       しかし，異議申立書１，意見書１でも繰り返し主張してきた通

り，審査基準第３の６（１）ウには，法５条６号イの「適正な

事業の遂行に支障を及ぼすおそれ」の判断枠組みとして，「公益

的な開示の必要性等種々の利益を衡量」するものとされている。

異議申立人は他ならぬ消費者庁が策定したこの判断枠組みに則
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り，各種メディアにおいて広く報道され，いまや国家賠償訴訟

まで提起されている，「消費者庁，農水省による特定会社Ｘ問題

の放置」という国民の関心事につき本件不開示部分についての

「公益的な開示の必要性」を主張しているのであって，異議申

立人の個人的目的や利益を主張するものではない。 

       前述したような諮問庁の主張については，自らの監督上の過誤

が問われている現状において，これに対する国民の関心事を

「独善的」と断ずる諮問庁の主張は失当かつ著しく不当である

ことが明らかである。 

       そして，こうした開示の必要性は，異議申立人の主張を誤解す

る，失当かつ不当なものである。 

       そして，前述した通り，本件不開示部分２を開示することの利

益は，これを不開示とすることによって守られる利益よりもは

るかに優越するのであるから，法５条６号イの情報に該当せず，

処分庁は速やかにこれを開示すべきである。 

   イ 結語 

     以上に述べてきたところから，原処分１は，法の定める不開示理由

に該当しないことが明らかである上，諮問庁の挙げる不開示理由，

諮問理由，補充諮問理由が失当であり，不開示部分については，い

ずれも開示を要することが明白であるので，処分庁が行った原処分

１を取り消す旨の答申を求め，本補充意見書の提出に至った次第で

ある。 

 （４）異議申立書２（平成２６年（行情）諮問第６１６号） 

   ア 本件行政文書開示請求の目的及び本件部分開示決定 

   （ア）法の目的 

      上記（１）ア（ア）と同旨 

   （イ）異議申立人の行政文書開示請求の趣旨 

      原処分２について，上記（１）ア（イ）と同旨 

   イ 文書２ 

   （ア）会議に出席した弁護士の氏名 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定の個人を識別できる

ものであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号ただし

書に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として不開示とし

た。 

      しかし，以下に述べるように，この部分開示決定に理由がなく，

全面開示がなされるべきであることは明らかである。 

     Ａ 当該不開示部分は法５条１号本文前段の情報に該当しないこと 

     （ａ）上記不開示理由においては，会議に出席した弁護士の氏名が



- 17 - 

「特定の個人を識別できるもの」にあたるとして，不開示とし

ている。 

        しかし，そもそも，法５条１号本文前段は「個人に関する情

報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く）」と規定

している。 

        そして，弁護士が個人事業主であることは処分庁自身認める

ところ，特定政党特定ＰＴに出席した弁護士は，弁護士として

の職務の一環として，特定会社Ｘにより引き起こされた消費者

被害の実態解明をするという職務上の目的から出席・発言して

いるのであるから，その氏名は「事業を営む個人の当該事業に

関する情報」に該当する。 

        従って本不開示部分の情報が法５条１号本文前段の「個人に

関する情報」であったとしても，「事業を営む個人の当該事業

に関する情報」として不開示情報から除外され，法５条２号で

判断されるべきものであって，処分庁の判断が失当・法令の適

用違反であることは明らかである。 

     （ｂ）そもそも，法５条１号本文前段の趣旨は，他人に知られたく

ないような私的な情報に関する個人のプライバシー権を保護す

る見地から，個人の私的な情報につき，開示の例外事由を定め

たものである。 

        しかしながら，本件で不開示とされた弁護士は，公共的活動

を行う日本弁護士連合会の一員として，高い公益性を有する特

定ＰＴに参加しているのであるから，その議事録上の氏名が保

護すべきプライバシーに該当することはない。 

        記載から明らかな通り，特定ＰＴに参加した弁護士は，日本

弁護士連合会の一員として会議に参加している。日本弁護士連

合会は，弁護士，弁護士法人及び全国の弁護士会を会員とする

法人であり（弁護土法４５条），基本的人権の擁護及び社会的

正義の実現という弁護士の使命（同法１条）を実現するために，

自らも人権救済や消費者被害救済などに取り組んでおり，その

活動は高い公共性を帯びている。 

        特定ＰＴに参加した弁護士も，日本弁護士連合会の一員とし

て，我が国最大の消費者被害を発生させた特定会社Ｘに関する

真相究明と被害回復・将来の消費者被害の防止という公共的目

的を有し，その職務の一環として出席していたものであり，単

なる私人として参加していたものではない。 

        かかる状況に加え，特定ＰＴは，「特定政党の政策調査及び

立案」（特定政党党則）を目的とする政務調査会の特定調査会
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が特定会社Ｘによる消費者被害の実態調査や政策調査のために

設置したプロジェクトチームであって，同ＰＴが消費者庁や農

林水産省，特定弁護団の弁護士など関係者から行ったヒアリン

グ調査の結果は，同党の消費者政策の適否を基礎づける極めて

重要な情報である。 

        したがって，特定ＰＴの調査結果は，消費者行政を基礎づけ

る情報として「国民による的確な理解と批判」（法１条）にさ

らされるベき公益性を有しており，かかる公益性はプライバシ

ーとの比較衡量を行うにあたって特に重視すべきものといえる。 

        かかる特定ＰＴの調査期日に，公共的活動のために日本弁護

士連合会の一員として参加した弁護士も，当該期日の重要性を

十分認識し，公共的職務の一環として発言しているのであるか

ら，自らの氏名を匿名にする必要性すらないし，氏名等を公表

することによって当該弁護士には何らの不利益も生じない。 

        また，仮にプライバシーが混入していたとしても，情報を開

示することにより得られる利益は大きいことから，比較衡量に

必要性は優に認められるのであって，このような観点からも，

本不開示部分の情報は，法５条１号本文前段の情報に該当せず

（しかも同条２号の不開示事由にすら該当しない），開示を要

することは明らかである。 

     Ｂ 当該不開示部分は法５条１号ただし書イに該当し，開示を要す

ること 

       仮に，不開示とされた情報が，法５条１号本文前段の情報に該

当するとしても，当該情報は「慣行として公にされ，又は公と

することが予定されている情報」に該当し，開示を要する（法

５条１号ただし書イ）。 

       まず，この「慣行として」とは，慣習法としての法規範的な根

拠を要するものではなく，事実上の慣行として公にされている

こと又は公にすることが予定されていることで足りる（審査基

準第３の１（１）イ）。 

       そして，これを本件についてみると，前述したように，特定Ｐ

Ｔの議事録は，特定政党の消費者政策を基礎づける極めて重要

な情報であって，会議そのものも公開され，出席者の氏名につ

いてこれを公にすることが禁じられていたという事情も存在し

なかった。むしろ，特定ＰＴや参加した弁護士の氏名，その発

言内容等は，公益性の高い情報として実際に様々なメディアを

通じて広く報道の対象になっていたのであるから，不開示の対

象となった弁護士の氏名は，事実上の慣行として公にされ，ま
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た公にすることが予定されていたということができる。 

       したがって，不開示とされた情報は，「慣行として公にされ，

又は公にすることが予定されている情報」として，不開示部分

は法５条１号ただし書イに該当し，開示を要することは明らか

である。 

     Ｃ 当該不開示部分は法５条１号ただし書ロに該当し，開示を要す

ること 

       また，仮に不開示となった弁護士の氏名が法５条１号本文前段

の情報に該当するとしても，かかる情報は，「人の生命，健康，

生活，又は財産を保護するため，公にすることが必要であると

認められる情報」に該当し，開示を要する。 

       すなわち，本情報開示請求は，消費者庁や農林水産省における

特定商法業者への対応が適切であったか否かを問い，もって，

「消費者の利益の擁護及び増進」（設置法３条）を任務とする消

費者庁のあり方を検証・是正し，ひいては，今後再び，特定会

社Ｘが引き起としたような甚大な消費者被害が起こることを防

止することを目的とするものである。 

       そして，このような目的を達成するためには，消費者庁や農林

水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制がどのようなもの

であったのかといった事項を検証することが必要不可欠であっ

て，特定政党もかかる趣旨で特定ＰＴを開催したものである。

そして特定ＰＴでの消費者庁や農林水産省と出席弁護士との会

話内容や協議内容を検証するには，その前提として，発言者で

ある出席弁護士の氏名を明らかにすることが必要不可欠である。 

       したがって，本件で不開示となった出席弁護士の氏名は，人の

生活または財産を消費者被害から保護するために必要な情報に

あたり，法５条１号ただし書ロに該当し，開示を要することは

明らかである。 

     Ｄ 小括 

       以上に述べたように，上記不開示部分についての不開示理由に

は理由がなく，全面開示を要することは明白である。 

   （イ）政党関係者が作成した文書（１枚） 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定会社Ｘ問題に関する

政党関係者の問題意識や考え方など，当時の党としての認識状況等

が推測され得る情報が含まれており，行政機関側が一方的に明らか

にすることがあるとすると，党として公表を意図していない内容を

公にすることにつながりかねず，政党関係者が行った政策の検討状

況が明らかになることを通じて，政党の権利，競争上の地位その他
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正当な利益を害するおそれがある」として，法５条２号イに該当す

るものとして不開示とした。 

      しかし，この部分開示決定についても理由がなく，全面開示を要

することが明らかである。 

     Ａ 理由付記が不十分であり，処分が違法であること 

       行政手続法８条１項は「行政庁は，申請により求められた許認

可等を拒否する処分をする場合は，申請者に対し，同時に，当

該処分の理由を示さなければならない。」と定め，本件決定に際

しても，同条項により，理由を示す必要がある。そして，「付記

すべき理由としては，開示請求者において，・・・不開示事由の

どれに該当するのかをその根拠とともに了知し得るものでなけ

ればなら」ない（最判平成４年１２月１０日）。 

       そして，本不開示部分は，１枚の文書の全体が不開示となって

いるが，この部分に，「特定会社Ｘ問題に関する政党関係者の問

題意識や考え方など，当時の党としての認識状況等が推測され

得る情報が含まれており・・・」という理由だけでは，不開示

事由のどれに該当するのかの根拠を知ることができず，不開示

理由の当否を検証することができない。 

       そして，このような不開示理由は，理由付記としてあまりに不

十分なのであり，部分開示決定が違法であり，取り消されるべ

きことが明らかである。 

     Ｂ 当該不開示部分が法５条２号イに該当しないこと 

     （ａ）法５条２号イにいう「法人」には，もちろん政治団体も含ま

れる。また，「権利」とは，「信教の自由，集会・結社の自由，

学問の自由，財産権等，法的保護に値する権利一切」を指し，

「競争上の地位」とは，法人等又は事業を営む個人の公正な競

争関係における地位をいい，「その他正当な利益」にはノウハ

ウ，信用等又は事業を営む個人の運営上の地位を広く含むもの

と解され，また，権利，競争上の地位その他正当な利益を「害

するおそれ」があるかどうかの判断に当たっては，法人等又は

事業を営む個人の性格，権利利益の内容及び性質等に応じ，当

該法人等又は事業を営む個人の憲法上の権利（信教の自由，学

問の自由等）の保護の必要性，当該法人等又は事業を営む個人

と行政との関係性等を十分考慮するものとされる（審査基準第

３の２（３））。 

     （ｂ）しかしながら，当該文書に関し，同条項で保護されるべき権

利利益の帰属主体は「政党」であって，通常の「法人」ではな

い。したがって，その性格や行政との関係性から，むしろ積極
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的に情報を公開すべきものである。 

        そもそも政党とは，一定の信条を政治理念として掲げて広く

国民に公表し，選挙制度を通じて国民の信託を受け，議院内閣

制を通じて自らの政治理念を政策として実現することを目的と

する団体であり，民意を国政に反映させる役割を担っている。

そして本ＰＴに参加した政党関係者とは，当該政党の政治理念

を支持し，その政治理念を政策に反映すべく種々の情報を集約

し，集約した情報を基礎として政策の立案や遂行を行う政党所

属者である。 

        このような政党の性格，性質と，政党関係者の地位からすれ

ば，政党関係者が公共性のある会議において発表する目的をも

って作成した文書は，当該政党の政策の正当性を基礎づける情

報であるから，一般的にいっても，広く国民に公開した上で，

民主制の過程において当該政党の政策の是非当否を判断する際

の基礎資料とすべきである。 

        しかも，本件文書の添付元である議事録は，特定政党の政務

調査会・特定調査会が設置した特定ＰＴのものであって，特定

政党の消費者政策の適否を基礎づける極めて公益性の高い情報

である。したがって，当該ＰＴにおいて配布され，議事録に添

付された文書についても，特定政党の消費者政策を判断する基

礎情報として広く国民に公開し，もって特定政党の政策遂行の

適切性を監視する必要性は高い。 

        かかる見地からすれば，本件の政党関係者が作成した文書の

開示の適否の判断においては，特定政党と行政との関係性から，

その情報の公益性を優先すべきである。 

        そして，本不開示部分につき，これを開示することこそが，

政党の権利や競争上の地位，あるいはその利益を保護すること

につながるといえるし，実際にも開示による政党の「権利，競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれ」はない。 

        したがって，本不開示部分が法５条２号イに該当せず，開示

を要することは明らかである。 

     Ｃ 当該不開示部分の情報が法５条２号ただし書に該当し，開示を

要すること 

       仮に，本不開示部分が法５号２号イの情報に該当するとしても，

以下に述べるとおり，「人の生命，健康，生活，又は財産を保護

するため，公にすることが必要であると認められる情報」に該

当し，開示を要する。 

       前述したように，本情報開示請求は，消費者庁や農林水産省に
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おける特定商法業者への対応が適切であったか否かを問い，も

って，「消費者の利益の擁護及び増進」（設置法３条）を任務と

する消費者庁のあり方を検証・是正し，ひいては，今後再び，

特定会社Ｘが引き起こしたような甚大な消費者被害が起こるこ

とを防止することを目的とするものである。政党関係者の作成

した資料には当該政党の問題意識や考え方が表れているのだか

ら，これらを知ることにより，消費者庁や農林水産省の特定会

社Ｘに関する認識や監督体制の問題点を明らかにすることが期

待でき，もって今後再び，特定会社Ｘが引き起こしたような甚

大な消費者被害が起こることを防止し，国民の「生活または財

産」を保護するため，公にすることが必要な情報であることが

明らかである。 

       したがって，本不開示部分の情報は，法５条２号ただし書に該

当し，開示を要する。 

     Ｄ 小括 

       以上に述べたように，当該不開示部分に関する不開示決定が違

法であること，また，不開示理由に理由がなく，開示を要する

ことは明らかである。 

   （ウ）特定地方公共団体が作成した資料のうち，政党関係者が作成した

質問が記載された部分 

      行政庁は，この不開示部分について，「この情報は特定会社Ｘ問

題に関する政党関係者の問題意識や考え方など，当時の党としての

認識状況等が推測され得る情報が含まれており，行政機関側が一方

的に明らかにすることがあるとすると，党として公表を意図してい

ない内容を公にすることにつながりかねず，政党関係者が行った政

策の検討状況が明らかになることを通じて，政党の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあ」り，法５条２号イに該

当するものとして不開示とした。 

      しかし，この部分開示決定についても理由がなく，全面開示を要

することは明らかである。 

     Ａ 当該不開示部分が法５条２号イに該当しないこと 

     （ａ）法５条２号イにいう「権利，競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれ」の意義及びその判断基準は，前記イ（イ）Ｂ

（ａ）で述べたとおりである。 

        そして，そこで述べた政党の性格・役割や政党関係者の地位

からすれば，政党関係者が公共性の高い会議において発表する

目的をもって作成した文書は，当該政党の政治理念や個別の政

策決定の正当性を基礎づける情報であるから，広く国民に公開
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した上で，民主制の過程において当該政党の政策の是非当否を

判断する際の基礎情報とすべきである。 

        しかも，上述のとおり，本件文書の添付元である特定ＰＴの

議事録は，特定政党の消費者政策の適否を基礎づける極めて公

益性の高い情報であるから，特定政党の消費者政策を判断する

基礎情報として広く国民に公開すべきである。 

        かかる見地からすれば，本件の政党関係者が作成した文書の

開示の適否の判断においては，特定政党と行政との関係性から，

開示の可否の判断にあたってはその情報の公益性を優先すべき

であり，実際にも開示による政党の「権利，競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれ」はないといえることから，本不

開示部分についてはこれを開示するべきである。 

     （ｂ）また，本不開示部分は，「特定会社Ｘに関する質問について」

と題する文書の「【問１】」ないし「【問３】」である。そして，

このそれぞれに対応する「（回答）」からすると，これらの問い

は，特定地方公共団体が保有する，特定会社Ｘの出荷量（頭数）

及び特定会社Ｘの特定家畜に関して卸売業者から特定地方公共

団体へ提出されるデータ，特定市場での特定家畜のと畜数，特

定会社Ｘ問題についての特定地方公共団体への特定会社Ｘ相談

件数，特定地方公共団体の立入検査などのデータに関するもの

と考えられる。そうであるとすれば，これらの問いは，特定会

社Ｘ問題に関する調査をしようとするならば通常考えつく内容

のものであり，このような内容の情報が開示されても「政党の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ」はない。 

        したがって，本不開示部分は，法５条２号イには該当せず，

開示を要することは明らかである。 

Ｂ 当該不開示部分が法５条２号ただし書に該当し，開示を要する

こと 

       また，本不開示部分についても，政党関係者の作成した質問を

通じて，党の問題意識や考え方を知ることにより，消費者庁や

農林水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の問題点を明

らかにすることができるのであり，今後特定会社Ｘのような甚

大な消費者被害が生じることを防止し，もって国民の「生活ま

たは財産を保護」することになるのであるから，本不開示部分

の情報も，法５条２号ただし書に該当し，開示を要する。 

     Ｃ 小括 

       以上に述べたように，当該不開示部分についても不開示理由に

は理由がなく，開示を要することは明白である。 
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   ウ 文書３ 

   （ア）出席議員の氏名及び発言内容 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定会社Ｘ問題に関する

政党関係者及びその他出席者の問題意識や考え方など，当時の政党

等としての認識状況が推測され得る情報が含まれており，当該発言

者又は政党等にその内容を確認したものではない。各関係者の同意

が得られていないままこれを公にすると，不正確な内容を流布せし

める可能性があるなど，政党等の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあ」り，法５条２号イに該当するものとして

不開示とした。 

      しかし，この部分についても，理由がなく，全面開示がなされる

べきことは明らかである。 

     Ａ 理由付記に不備があり，処分が取り消されるべきであること 

       処分庁は本不開示部分について上記のような理由で，不開示と

した。しかし，「出席議員の発言内容」が処分理由には具体的に

記載されておらず，これでは，「特定会社Ｘ問題に関する政党関

係者の問題意識や考え方など，当時の党としての認識状況等が

推測され得る情報が含まれており・・・」という不開示理由の

当否を検証することができないし，不開示事由のどれに該当す

るのかの根拠を知ることができないのであるから，本件不開示

決定は，不開示の理由を示したとはいえず，違法である。 

     Ｂ 当該不開示部分は法５条２号イの情報に該当せず開示を要する

こと 

       法５条２号イにいう「権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれ」の意義及びその判断基準は，前記イ（イ）Ｂ

（ａ）に述べたとおりである。そして，そこで述べた政党の性

格・性質や政党関係者の地位からすれば，特定ＰＴに出席し，

発言をした議員の氏名や発言は，前記イ（イ）Ｂ（ａ）で述べ

た政党関係者の場合と同じく，当該政党の政治理念や個別の政

策決定の正当性を基礎づける情報であるから，広く国民に公開

した上で，民主制の過程において当該政党の政策の是非当否を

判断する際の基礎情報とすべきである。 

       もっとも，出席議員は国会議員であることから，その氏名及び

発言内容は，政党関係者のそれら以上に公益性が高く，開示す

べき要請が高い。 

       国会議員は，選挙により選出された日本国民の代表として，民

意を集約し，国権の最高機関である国会において各種立法や予

算承認等に関する議決権の行使を通じて，行政基盤の形成に携
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わるべき権能と職責を付与されている公人であるから，一般的

に言っても，公式の場での発言についてはその政治信条の発露

として，広く国民に公開されるべきである。 

       しかも，本件の発言の場は，特定政党の特定ＰＴであって，参

加議員は，特定会社Ｘの甚大な消費者被害の実態を把握し，そ

の被害者の救済及び将来の消費者被害の予防に向けて立法等の

諸活動を行う目的をもって特定ＰＴに参加して発言しているか

ら，当該発言は，まさに特定政党の消費者政策に直結する内容

を有していると言っても過言ではない。したがって，特定ＰＴ

への出席議員の発言は，同議員の政治信条の発露という側面の

みならず，具体的な議員活動の適切性を監視するという側面か

らも，公益性の高い情報であり，広く国民に公開し，民主制の

過程において当該政党の政策の是非当否及び当該議員の国民代

表としての適切性を判断する際の基礎情報とすべきである。 

       このような国会議員という地位や行政との関係性，さらには特

定政党の議員の発言等という特質からすると，当該発言内容の

開示には極めて高い公益性が認められるのであるから，開示の

可否の判断にあたってはその情報の公益性を優先すべきである

し，実際にも開示による政党の「権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれ」はないといえる。 

       したがって，本不開示部分は法５条２号イの情報に該当しない。 

     Ｃ 当該不開示部分の情報が法５条２号ただし書に該当し，開示を

要すること 

       また，本不開示部分についても，特定ＰＴに出席した議員の発

言，意見を明らかにすることで消費者庁や農林水産省の特定会

社Ｘに関する認識や監督体制の問題点を知ることができ，今後

特定会社Ｘのような甚大な消費者被害が生じることを防止し，

もって国民の「生活または財産を保護」することにつながるの

であり，本不開示部分の情報も，法５条２号ただし書に該当し，

開示を要するものであることが明らかである。 

     Ｄ 小括 

       以上に述べたように，上記不開示部分についても不開示決定が

違法であり，また，不開示理由についても理由がなく，開示を

要することは明白である。 

   （イ）会議に出席した弁護士の氏名 

      行政庁は，この不開示部分について「特定の個人を識別できるも

のであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号ただし書

に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として不開示とした。 



- 26 - 

      そして，文書３は，上記文書２と同一の日時に開かれた特定ＰＴ

の資料であり，不開示情報となった弁護士の氏名も上記イと同一の

情報なのであり，上記イ（ア）において述べた異議事由がそのまま

妥当する。 

      したがって，本不開示部分は法５条１号本文前段の「個人に関す

る情報」の除外事項に該当するから，不開示事由には該当せず，ま

た，法５条１号ただし書イの「慣行として公にされ，又は公にする

ことが予定されている情報」に該当し，また，同号ただし書ロの

「人の・・・生活又は財産を保護するため，公にすることが必要で

あると考えられる情報」に該当するから，開示を要することが明ら

かである。 

   （ウ）会議に出席した弁護士の発言内容 

      行政庁は，この不開示部分について，「個人事業主である弁護士

の問題意識や解釈などを記載したものであり，公にすることにより

当該個人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があ」り，法５条２号イに該当するものとして不開示とした。 

      しかし，この部分開示決定についても理由がなく，全面開示を要

することは明らかである。 

     Ａ 当該不開示部分は法５条２号イの情報に該当せず開示を要する

こと 

       法５条２号イにいう「権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれ」の意義及びその判断基準は，上記イ（イ）Ｂ

（ａ）に述べたとおりである。 

       そして，本件の特定ＰＴは特定政党の政務調査会傘下の特定調

査会が設置したプロジェクトチームであり，その調査結果は同

党の消費者政策を基礎付ける重要な役割を担っている。当該Ｐ

Ｔに出席した弁護士は，いずれも公共的活動を行う日本弁護士

連合会の一員として参加し，我が国最大の消費者被害となった

特定会社Ｘの消費者被害事件の真相究明と被害回復を目的とし

て，基本的人権の擁護と社会正義の実現という弁護士としての

使命を果たすべく，そして特定政党が適正な政策形成を行いう

るよう，職務の一環として責任ある発言を行ったのである。 

       かかる発言の目的からすれば，発言内容の公開によって害され

る当該弁護士の「競争上の地位」や「信用やノウハウ」などは

存在しないのであるから，発言内容全部を不開示とする必要は

ない。 

       また，特定ＰＴの調査結果は，特定政党の消費者政策に直結す

る情報として極めて高い公益性を有するものであり，公益性は
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プライバシーとの比較衡量を行うにあたっても特に重視すべき

ものである。 

       そして，このような公益性の高い特定ＰＴの調査期日に参加し

た弁護士も，自己の氏名を含め，当該期日の審議内容が世論に

公表されることを十分に認識して発言しているのであるから，

発言内容を開示することにより同人の正当な利益が害されるこ

とはない。 

       したがって，弁護土の発言に関する本不開示部分は法５条２号

イに該当しないことからこれを開示すべきである。 

     Ｂ 当該不開示部分は法５条２号ただし書に該当し，開示を要する

こと 

       また，本不開示部分についても，特定ＰＴに出席した弁護士の

発言内容を通じて，消費者庁や農林水産省の特定政党に関する

認識や監督体制の問題点を明らかにすることができるのであり，

今後特定政党のような甚大な消費者被害が生じることを防止し，

もって国民の「生活または財産を保護」することに資するので

あり，本不開示部分の情報も，法５条２号ただし書に該当し，

開示を要する。 

     Ｃ 小括 

       以上に述べたように，上記不開示部分についてもその不開示理

由に理由がなく，開示を要することは明白である。 

   エ 文書４ 

   （ア）出席議員の氏名及び発言内容 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定会社Ｘ問題に関する

政党関係者及びその他出席者の問題意識や考え方など，当時の政党

等としての認識状況が推測され得る情報が含まれており，当該発言

者又は政党等にその内容を確認したものではない。各関係者の同意

が得られていないままこれを公にすると，不正確な内容を流布せし

める可能性があるなど，政党等の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあ」り，法５条２号イに該当するものとして

不開示とした。 

      この点につき，文書４は，上記ウの文書３を詳細にした資料と考

えられ，ここに記載された出席議員の氏名や発言内容は，上記ウに

記載された出席議員の氏名や発言内容と同趣旨のものであるから，

これらの不開示に関する議論は上記ウ（ア）に述べた異議事由がそ

のまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分に関する処分庁の決定は，理由付記に

不備があり，処分が取り消されるべきであること，法５条２号イの
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情報に該当せず不開示理由には理由がないこと，法５条２号ただし

書の「人の・・・生活又は財産を保護するため，公にすることが必

要であると認められる情報」に該当し，開示を要することが明らか

である。 

      なお，本不開示部分には，消費者庁の特定会社Ｘに対する立入検

査や調査に関し，消費者庁における特定会社Ｘの担当者であった特

定審議官，特定課長と出席者の議員とのやり取りが記載されている。

そしてこうしたやり取りは，当時の消費者庁の認識や特定会社Ｘに

対する対応を検証し，今後，特定会社Ｘのような甚大な消費者被害

を防止して国民の生活や財産を守るために特に重要な情報といえる

から，法５条２号ただし書により，本不開示部分を開示する必要性

が極めて高いことを付言しておく。 

   （イ）会議に出席した弁護士の氏名 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定の個人を識別できる

ものであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号ただし

書に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として不開示とし

た。 

      そして，この不開示部分である，会議に出席した弁護士の氏名の

情報は，上記イ（ア）と同一の情報と考えられるから，当該箇所で

述べた異議内容がそのまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分は法５条１号本文前段の「個人に関す

る情報」の除外事項に該当するから，不開示事由には該当せず，ま

た，同号ただし書イの「慣行として公にされ，又は公にすることが

予定されている情報」に該当し，また，同号ただし書ロの「人

の・・・生活又は財産を保護するため，公にすることが必要である

と考えられる情報」に該当するから，開示を要することが明らかで

ある。 

   （ウ）会議に出席した弁護士の発言内容 

      行政庁は，この不開示部分について，「個人事業主である弁護士

の問題意識や解釈などを記載したものであり，公にすることにより

当該個人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があ」り，法５条２号イに該当するものとして不開示とした。 

      そして，この不開示部分である，会議に出席した弁護士の発言内

容の情報は，上記ウ（ウ）と同一の情報と考えられるから，当該箇

所で述べた異議内容がそのまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分については，会議に出席した弁護士の

「権利，競争上の地位その他正当な利益」が害されるおそれ（法５

条２号イ）がなく，また，法５条２号ただし書の「人の・・・生活
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又は財産を保護するため，公にすることが必要であると認められる

情報」に該当し，開示を要することが明らかである。 

      なお，本不開示部分には，消費者庁の特定会社Ｘに対する立入検

査や調査に関し，消費者庁における特定会社Ｘの担当者であった特

定審議官，特定課長と出席者の弁護士との間でなされたやり取りが

記載されている。そしてこれは，当時の消費者庁の認識や特定会社

Ｘに対する対応を検証し，今後，特定会社Ｘのような甚大な消費者

被害を防止して国民の生活や財産を守るために特に重要な情報とい

えるから，法５条２号ただし書により，本不開示部分を開示する必

要性が極めて高いことを付言しておく。 

   オ 文書５ 

   （ア）会議に出席した弁護士の氏名 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定の個人を識別できる

ものであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号ただし

書に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として不開示とし

た。 

      そして，この不開示部分である，会議に出席した弁護士の氏名の

情報は，開催日は異なるものの，特定ＰＴに関するものであり，上

記イ（ア）と同種の情報と考えられるから，当該箇所で述べた異議

内容がそのまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分は法５条１号本文前段の「個人に関す

る情報」の除外事項に該当するから，不開示事由には該当せず，ま

た，同号ただし書イの「慣行として公にされ，又は公にするとこが

予定されている情報」に該当し，また，同号ただし書ロの「人

の・・・生活又は財産を保護するため，公にすることが必要である

と考えられる情報」に該当するから，開示を要することが明らかで

ある。 

   （イ）政党関係者が作成した文書（１枚） 

      行政庁はこの不開示部分について，「この情報は特定会社Ｘ問題

に関する政党関係者の問題意識や考え方など，当時の党としての認

識状況等が推測され得る情報が含まれており，行政機関側が一方的

に明らかにすることがあるとすると，党として公表を意図していな

い内容を公にすることにつながりかねず，政党関係者が行った政策

の検討状況が明らかになることを通じて，政党の権利，競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあ」り，法５条２号イに該当

するものとして不開示とした。 

      そして，この不開示部分である，政党関係者が作成した文書の情

報は，開催日は異なるものの，特定ＰＴに関するものであり，上記
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イ（イ）と同種の情報と考えられるから，当該箇所で述べた異議内

容がそのまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分について，理由付記が不十分であり，

処分が違法であること，また，政党の「権利，競争上の地位その他

正当な利益」が害されるおそれ（法５条２号イ）がなく，同号ただ

し書の，「人の生命，健康，生活，又は財産を保護するため，公に

することが必要であると認められる情報」に該当し，開示を要する

ことが明らかである。 

   （ウ）①日本弁護士連合会提出資料のうち，弁護土が作成した文書（３

枚），②弁護土が作成した文書のうちの弁護士氏名 

      行政庁は，この不開示部分について，「①この文書の情報は個人

事業主である弁護士の問題意識や解釈などを記載したものであり，

公にすることにより当該個人等の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがある（法５条２号イに定める情報）」，「②特

定の個人を識別できるものであり，法５条１号本文前段の情報に該

当し，かつ同号ただし書に定めるイないしハのいずれにも該当しな

い」として不開示とした。 

      しかし，この部分開示決定についても理由がなく，全面開示を要

することは明らかである。 

     Ａ ①の理由について 

     （ａ）理由付記に不備があること 

        まず，本不開示部分は，文書３頁分が全面的に黒塗りとなっ

ているが，このような情報につき，「①この文書の情報は個人

事業主である弁護士の問題意識や解釈などを記載したものであ

り・・・」という不開示理由が付されただけでは，当該情報が

法５条２号イに定める不開示事由に該当する根拠を知ることは

不可能である。 

        したがって，このような抽象的な不開示理由は，理由付記と

して不十分であることが明らかであるから，本件不開示決定は

違法である。 

     （ｂ）本不開示部分の情報は法５条２号イに該当しないこと 

        法５条２号イにいう「権利，競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれ」の意義及びその判断基準は，上記イ（イ）Ｂ

（ａ）に述べたとおりであるところ，上記ウ（ウ）Ａで述べた

とおり，出席し発言した弁護士は，特定政党の消費者政策を基

礎づける重要な役割を担っている特定ＰＴにおいて，日本弁護

士連合会の一員として，特定会社Ｘの消費者被害事件の真相究

明と被害回復を目的として，また特定政党が適正な政策形成を
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行いうるよう，職務の一環として責任ある発言を行ったのであ

って，かかる発言の目的からすれば，発言内容の公開によって

害される当該弁護士の「競争上の地位」や「信用やノウハウ」

などは存在しないのであるから，発言内容を不開示とする必要

はない。 

        また，特定ＰＴの調査結果は，特定政党の消費者政策に直結

する情報として極めて高い公益性を有するものであり，公益性

はプライバシーとの比較衡量を行うにあたっても特に重視すべ

きものである。 

        そして，このような公益性の高い特定ＰＴの調査期日に参加

した弁護士も，自己の氏名を含め，当該期日の審議内容が世論

に公表されることを十分に認識して発言しているのであるから，

発言内容を開示することにより同人の正当な利益が害されるこ

とはない。 

        したがって，弁護士の発言に関する本不開示部分の情報は法

５条２号イに該当しない。 

     （ｃ）本不開示部分の情報が法５条２号ただし書に該当し，開示を

要すること 

        また，特定ＰＴに出席した弁護士の提出資料を通じて，消費

者庁や農林水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の問題

点を明らかにすることができるのであり，今後特定会社Ｘのよ

うな甚大な消費者被害が生じることを防止し，もって国民の

「生活または財産を保護」することに資するのであり，本不開

示部分の情報も，法５条２号ただし書に該当し，開示を要する。 

     （ｄ）したがって，本件不開示部分の不開示の理由には理由がなく，

開示を要することは明らかである。 

     Ｂ ②の理由について 

     （ａ）本不開示部分は法５条１号本文前段の情報に該当せず開示を

要すること 

        まず，個人事業主である弁護士の氏名が法５条１号本文前段

の「個人に関する情報」の除外事項に該当することは同号本文

前段の文理上明らかである。また，特定ＰＴという公式な会合

に自ら出席し，資料を作成した弁護士は，自らの氏名が公にな

ることを十分承知の上で会合に出席しているのであり，当該弁

護士の氏名はプライバシー性のある情報とはいえず，その意味

でも本不開示部分は法５条１号本文前段の情報に該当しない。 

     （ｂ）本不開示部分は法５条１号ただし書イに該当し，開示を要す

ること 
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        法５条１号ただし書イの「慣行として」の意義は上記イ（ア）

Ｂに述べたとおりである。 

        そして，特定ＰＴの議事録は，特定政党の消費者政策を基礎

づける極めて重要な情報であって，会議そのものも公開され，

出席者の氏名についてこれを公にすることが禁じられていたと

いう事情も存在しなかった。むしろ，特定ＰＴの開催，参加弁

護士の氏名やその発言内容は，公益性の高い情報として実際に

様々なメディアを通じて広く報道の対象になっていたのである

から，不開示の対象となった弁護士の氏名は，事実上の慣行と

して公にされ，また公にすることが予定されていたということ

ができる。 

        したがって，不開示とされた情報は，「慣行として公にされ，

又は公にすることが予定されている情報」として，本不開示部

分は法５条１号ただし書イに該当し，開示を要することは明ら

かである。 

     （ｃ）本不開示部分は法５条１号ただし書ロに該当し，開示を要す

ること 

        先に述べたような本情報開示請求の目的を達成するためには，

消費者庁や農林水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制が

どのような問題があったのかといった事項を検証することが必

要不可欠である。そして特定ＰＴに出席した弁護士の作成資料

を明らかにすることで，消費者庁や農水省の当時の対応の問題

点を知ることができ，ひいては人の生活または財産を消費者被

害から保護することに資するのであるから，法５条１号ただし

書ロに該当し，開示を要することは明らかである。 

     （ｄ）以上より，本不開示部分の不開示決定が違法であり，また，

その不開示理由には理由がなく，全面的開示を要することは明

らかである。 

   （エ）特定会社Ｘの法人の印影 

      行政庁は，この不開示部分について，「公にすることにより印影

が偽造されるなど，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれ（法５条２号イに定める情報）及び犯罪の予防に

支障を及ぼすおそれがある情報（法５条４号に定める情報）である」

として不開示とした。 

      しかし，この部分開示決定についても理由がなく，全面開示を要

することは明らかである。 

     Ａ 本不開示部分は法５条２号イに該当しないこと 

       法５条２号イにいう「競争上の地位」とは，法人等又は事業を
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営む個人の公正な競争関係における地位をいい，「その他正当な

利益」にはノウハウ，信用等又は事業を営む個人の運営上の地

位を広く含むものと解されている（審査基準第３の２（３）イ，

ウ）。 

       しかし，前述したように，既に特定会社Ｘは破産し，一切取引

等の営業行為を行っておらず，またその法人格は消滅している

のであって，特定会社Ｘの法人の印影が公になることで「競争

上の地位」が害されるおそれはないし，現在，保護されるべき

信用やノウハウも存在せず，「その他正当な利益」も害されない。 

       したがって，この不開示部分は法５条２号イに該当しない。 

     Ｂ 法５条４号に該当しないこと 

       法５条４号にいう「犯罪の予防」とは，犯罪の発生を未然に防

止することをいい，一般に公にしても犯罪を誘発し，又は犯罪

の実行を容易にするおそれがない防犯活動に関する情報は含ま

れないとされている（審査基準第３の４（１））。 

       前述のように，現在，既に特定会社Ｘは破産し，その法人格は

消滅しているのであり，もはや，その法人印は，法的に意味を

もたないのであって，この印影が偽造をされることなどによっ

て，何らかの犯罪を誘発し，又は犯罪の実行を容易にするなど

の事態はおよそ想定できない。 

       したがって，当該不開示部分は，法５条４号にも該当しない。 

     Ｃ 小括 

       したがって，当該不開示部分は法５条２号イ及び４号に該当せ

ず，不開示理由に理由のないことは明らかである。 

   カ 文書６ 

   （ア）出席議員の氏名及び発言内容 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定会社Ｘ問題に関する

政党関係者及びその他出席者の問題意識や考え方など，当時の政党

等としての認識状況が推測され得る情報が含まれており，当該発言

者又は政党等にその内容を確認したものではない。各関係者の同意

が得られていないままこれを公にすると，不正確な内容を流布せし

める可能性があるなど，政党等の権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあ」り，法５条２号イに該当するものとして

不開示とした。 

      そして，文書６は，上記イ及びウの文書と開催日時こそ異なるが，

同じく特定ＰＴに関する文書であり，不開示情報となった出席議員

の氏名や発言内容といった情報は，上記ウ（ア）の不開示部分の出

席議員の氏名及び発言内容と同種の情報といえ，当該箇所において
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述べた異議事由がそのまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分について，不開示部分の情報を開示し

ても，会議に出席した弁護士の「権利，競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれ」（法５条２号イ）はなく不開示決定に理由が

ないこと，法５条２号ただし書の「人の・・・生活又は財産を保護

するため，公にすることが必要であると認められる情報」に該当し，

開示を要することが明らかである。 

   （イ）会議に出席した弁護士の氏名 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定の個人を識別できる

ものであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号ただし

書に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として不開示とし

た。 

      そして，文書６は，上記イの文書と開催日時は異なるが，同じく

特定ＰＴに関する文書であり，不開示情報となった出席弁護士の氏

名は，上記イ（ア）と同種の情報といえ，上記イ（ア）において述

べた異議事由がそのまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分は法５条１号の「個人に関する情報」

の除外事項に該当するから，不開示事由には該当せず，また，同号

ただし書イの「慣行として公にされ，又は公にすることが予定され

ている情報」に該当し，また，同号ただし書ロの「人の・・・生活

又は財産を保護するため，公にすることが必要であると認められる

情報」に該当するから，開示を要することが明らかである。 

   （ウ）会議に出席した弁護士の発言内容 

      行政庁は，この不開示部分について，「個人事業主である弁護士

の問題意識や解釈などを記載したものであり，公にすることにより

当該個人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があ」り，法５条２号イに該当するものとして不開示とした。 

      そして，文書６は，上記ウの文書と開催日時は異なるが，同じく

特定ＰＴに関する文書であり，不開示情報となった出席弁護士の発

言内容は，上記ウ（ウ）と同種の情報といえ，当該箇所において述

べた異議事由がそのまま妥当する。 

      したがって，本不開示部分の情報を開示しても，会議に出席した

弁護士の「権利，競争上の地位その他正当な利益」が害されるおそ

れ（法５条２号イ）がなく不開示決定に理由がないこと，また，法

５条２号ただし書の「人の・・・生活又は財産を保護するため，公

にすることが必要であると認められる情報」に該当し，開示を要す

ることが明らかである。 

      なお，本不開示部分には，消費者庁における特定会社Ｘの担当者
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であった特定審議官，特定課長と出席弁護士とのやり取りが記載さ

れていると思われるところ，かかるやり取りをすべて明らかにする

ことは，当時の消費者庁の認識や特定会社Ｘに対する対応を検証し，

特定会社Ｘが惹起した甚大な消費者事件による被害の責任の所在を

明確にするとともに，今後，同様の消費者被害を防止して国民の生

活や財産を守るために特に重要であり，極めて公益性の高い情報と

いえるから，法５条２号ただし書により，本不開示部分を開示する

必要性が高いことを付言しておく。 

   （エ）特定会社Ｘ関係者の役職名（２ページ２３行目） 

      行政庁は，この不開示部分について，「特定の個人を識別できる

ものであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号ただし

書に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として不開示とし

た。 

      しかし，この部分開示決定についても理由がなく，全面開示を要

することは明らかである。 

     Ａ 不開示部分の情報が法５条１号本文前段の情報に該当しないこ

と 

       本不開示部分には，特定会社Ｘ関係者の役職名が記載されてい

ることをもって不開示とされている。 

       しかし，役職名そのものから，特定の個人を識別することは不

可能である。また，既に特定会社Ｘが破綻してから３年以上経

過した現在において，当時の特定会社Ｘの資料は既に散逸して

しまっているのであり，他の資料と照らし合わせることによっ

て特定の個人を識別することも事実上不可能といっても過言で

はない。 

       従って，本不開示部分の情報は，法５条１号本文前段の「個人

に関する情報であって・・・特定の個人を識別できるもの」と

いうことはできない。 

     Ｂ 不開示部分の情報が法５条１号ただし書ロの情報に該当し開示

を要すること 

       また，仮に不開示となった本不開示部分の情報が法５条１号本

文前段の情報に該当するとしても，かかる情報は，「人の生命，

健康，生活，又は財産を保護するため，公にすることが必要で

あると認められる情報」に該当し，開示を要する。 

       すなわち，本情報開示請求は，消費者庁や農林水産省における

特定商法業者への対応が適切であったか否かを問い，もって，

「消費者の利益の擁護及び増進」（設置法３条）を任務とする消

費者庁のあり方を検証・是正し，ひいては，今後再び，特定会
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社Ｘが引き起こしたような甚大な消費者被害が起こることを防

止することを目的とするものである。 

       そして，このような目的を達成するためには，消費者庁や農林

水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制がどのようなもの

であったのかといった事項を検証することが必要不可欠である。

そしてそのためには，当時，消費者庁や農林水産省が，特定会

社Ｘの中のどのような立場の者と接触し，意思疎通を図ってい

たかということを知ることは極めて重要な事柄である。 

       したがって，本件で不開示となった特定会社Ｘ関係者の役職名

は，人の生活又は財産を消費者被害から保護するために必要な

情報にあたり，法５条１号ただし書ロに該当し，開示を要する

ことは明らかである。 

     Ｃ 小括 

       以上より，本不開示部分につき，不開示理由がなく，また，開

示を要する情報であることは明らかである。 

   キ 文書７ 

   （ア）出席議員の氏名及び発言内容 

     Ａ 行政庁は，この不開示部分について，「特定会社Ｘ問題に関す

る政党関係者及びその他出席者の問題意識や考え方など，当時

の政党等としての認識状況が推測され得る情報が含まれており，

当該発言者又は政党等にその内容を確認したものではない。各

関係者の同意が得られていないままこれを公にすると，不正確

な内容を流布せしめる可能性があるなど，政党等の権利，競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ」り，法５条２

号イに該当するものとして不開示とした。 

     Ｂ そして，文書７は，上記イ及びウの文書と開催日時は異なるが，

同じく特定ＰＴに関する文書であり，不開示情報となった出席

議員の氏名や発言内容といった情報は，上記ウ（ア）の不開示

部分の「出席議員の氏名及び発言内容」と同種の情報といえ，

当該箇所において述べた異議事由がそのまま妥当する。 

       したがって，本不開示部分の情報を開示しても，会議に出席し

た議員の「権利，競争上の地位その他正当な利益」が害される

おそれ（法５条２号イ）がなく，また，法５条２号ただし書の

「人の・・・生活又は財産を保護するため，公にすることが必

要であると認められる情報」に該当し，開示を要することが明

らかである。 

     Ｃ なお，本不開示部分には，消費者庁における特定会社Ｘの担当

者であった特定審議官，特定課長と出席者の議員とのやり取り
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が記載されており，その内容は，一般消費者から消費者庁に対

する特定会社Ｘに関する苦情相談の有無・内容や，特定会社Ｘ

から消費者庁に対する報告，消費者庁の特定会社Ｘに対する調

査の有無等に関するやり取りが記載されていると思われるとこ

ろ，かかるやり取りを全て明らかにすることは，当時の消費者

庁の認識や特定会社Ｘに対する対応を検証し，特定会社Ｘが惹

起した甚大な消費者事件による被害の責任の所在を明確にする

とともに，今後，同様の消費者被害を防止して国民の生活や財

産を守るために特に重要であり，極めて公益性の高い情報とい

えるから，法５条２号ただし書により，本不開示部分を開示す

る必要性が極めて高いことを付言しておく。 

   （イ）会議に出席した弁護士の氏名 

     Ａ 行政庁は，この不開示部分について，「特定の個人を識別でき

るものであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号

ただし書に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として

不開示とした。 

     Ｂ そして，文書７は，上記イの文書と開催日時は異なるが，同じ

く特定ＰＴに関する文書であり，不開示情報となった出席弁護

士の氏名は，上記イ（ア）の「会議に出席した弁護士の氏名」

と同種の情報といえ，上記イ（ア）において述べた異議事由が

そのまま妥当する。 

     Ｃ したがって，本不開示部分は法５条１号の「個人に関する情報」

の除外事項に該当するから，不開示事由には該当せず，また，

同号ただし書イの「慣行として公にされ，又は公にすることが

予定されている情報」に該当し，また，同号ただし書ロの「人

の・・・生活又は財産を保護するため，公にすることが必要で

あると認められる情報」に該当するから，開示を要することが

明らかである。 

   （ウ）会議に出席した弁護士の発言内容 

     Ａ 行政庁は，この不開示部分について，「個人事業主である弁護

士の問題意識や解釈などを記載したものであり，公にすること

により当該個人等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあ」り，法５条２号イに該当するものとして不開

示とした。 

     Ｂ そして，文書７は，上記ウの文書と開催日時は異なるが，同じ

く特定ＰＴに関する文書であり，不開示情報となった出席弁護

士の氏名は，上記ウ（ウ）の「会議に出席した弁護士の発言内

容」と同種の情報といえ，当該箇所において述べた異議事由が
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そのまま妥当する。 

     Ｃ したがって，本不開示部分の情報を開示しても，会議に出席し

た弁護士の「権利，競争上の地位その他正当な利益」が害され

るおそれ（法５条２号イ）がなく，また，法５条２号ただし書

の「人の・・・生活又は財産を保護するため，公にすることが

必要であると認められる情報」に該当し，開示を要することが

明らかである。 

     Ｄ なお，本不開示部分には，消費者庁における特定会社Ｘの担当

者であった特定審議官，特定課長と出席弁護士との間の，一般

消費者から消費者庁に対する特定会社Ｘに関する苦情相談の有

無・内容や，特定会社Ｘから消費者庁に対する報告，消費者庁

の特定会社Ｘに対する調査の有無等に関するやり取りが記載さ

れていると思われるところ，かかるやり取りをすべて明らかに

することは，当時の消費者庁の認識や特定会社Ｘに対する対応

を検証し，特定会社Ｘが惹起した甚大な消費者事件による被害

の責任の所在を明確にするとともに，今後，同様の消費者被害

を防止して国民の生活や財産を守るために特に重要であり，極

めて公益性の高い情報といえるから，法５条２号ただし書によ

り，本不開示部分を開示する必要性が極めて高いことを付言し

ておく。 

   （エ）特定会社Ｘ関係者の役職名（４ページ１２行目） 

     Ａ 行政庁は，この不開示部分について，「特定の個人を識別でき

るものであり，法５条１号本文前段の情報に該当し，かつ同号

ただし書に定めるイないしハのいずれにも該当しない」として

不開示とした。 

     Ｂ そして，この不開示部分の特定会社Ｘ関係者の役職名は，上記

カ（エ）の「特定会社Ｘ関係者の役職名」と同一の情報が記載

されていると考えられるから，上記カ（エ）の異議事由が等し

く妥当する。 

     Ｃ したがって，本不開示部分の情報は，法５条１号本文前段の

「個人に関する情報」に該当せず，不開示理由が理由のないも

のであること，また，「人の生命，健康，生活，又は財産を保護

するため，公にすることが必要であると認められる情報」（同号

ただし書ロ）に該当し開示を要することが明らかである。 

   ク 結語 

     以上のとおり，処分庁が異議申立人の開示請求に対して，不開示決

定をする理由がないことが明らかである。 

     また，原処分２は，不開示部分について，これらを「公にすること
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により・・・おそれがある。」などとしているが，ＰＴ会合は，すで

に報道機関の目に触れているのであり，今回，異議申立人の請求に

応じて文書を開示しても，それによって，新たに何らかの「弊害」

が生じるものでもない。処分庁は，開示による「弊害」に過度に神

経をとがらせるのではなく，積極的に開示に応じるべきである。 

     最後に，消費者庁は，「消費者の利益の擁護及び増進」（設置法３条）

のため，この度の特定商法による消費者被害と同様の被害が発生す

ることを防止すべく，これまでの調査活動，法執行に関する情報を

国民に開示し，「その諸活動を国民に説明する責務」（法１条）を果

たすことこそが求められている。そのためにこそ異議申立人は，本

件の全面的な文書開示を求める次第である。 

 （５）意見書２（平成２６年（行情）諮問第６１６号） 

    原処分２は，全く同一不開示事由で一部不開示となっている不開示部

分がそれぞれ複数存在し，また，これらについての諮問庁の理由説明書

２の意見も大部分が共通の内容となっている。 

    そこで，以下においては，不開示理由が共通する不開示部分ごとに異

議申立人の意見を述べることとする。 

   ア はじめに 

     上記（２）アと同旨 

   イ 本件不開示部分３，７，１０，１２，１５，１８及び２２について 

   （ア）異議申立人の意見 

     Ａ 本不開示部分は法５条１号本文前段に該当せず，不開示事由に

該当しないこと 

       本不開示部分に記載された，特定ＰＴに参加した弁護士の氏名

については，当該弁護士が公共的活動を行う日本弁護士連合会

の一員として，同じく高い公益性を有する特定ＰＴに出席した

ものであり，その氏名を匿名にする必要がなく，氏名を秘匿す

ることで当該弁護士に何らの不利益も生じない，プライバシー

性を有しない情報であり，法５条１号本文前段の情報に該当し

ないことは異議申立書２に記載したとおりである。 

       これに対し，諮問庁は，理由説明書２において「氏名は個人に

関する情報であって，特定の個人を識別することのできるもの

であるから，法５条１号本文前段に該当する」旨反論をする。 

       しかしながら，本不開示部分を開示することが，法５条１号本

文前段の保護しようとした，個人のプライバシーを何ら侵害す

ることにならないことは前述した通りなのであり，かかる諮問

庁の形式的な反論は不開示事由の具体的な該当性判断を放棄す

るものであって極めて不当である。 
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       以上の通り，本不開示部分は実質的にプライバシー性を有しな

い情報なのであって，これを開示することに何らの支障もない

のであるから，情報公開の原則（法５条柱書き）に則り速やか

にこれを公開すべきである。 

     Ｂ 本不開示部分は法５条１号ただし書イに該当し開示を要するこ

と 

       本不開示部分に記載された，特定ＰＴに出席した弁護士の氏名

が既に様々な媒体を通じて公になり，法５条１号ただし書イの

「慣行として・・・公にすることが予定されている情報」にあ

たることは異議申立書２において既に述べた通りである。 

       これに対し，諮問庁は，「同条項の『慣行として』の解釈につ

いては，当該情報と同種の情報が公にされた事例があったとし

ても，それが個別的な事情にとどまる限り，『慣行として』には

当たらないとされている（詳解情報公開法４９ページ）」という

記載を引用した上で，「当該弁護士の氏名が報道されていたとし

ても，それは特定会社Ｘ問題という個別的な事例にとどまるの

であるから，『慣行として』には当たらない」と反論する。 

       しかしながら，上記詳解情報公開法の記載は，不開示部分に記

載された情報と「同種の情報」が公開された個別的な事例があ

った場合でも，不開示部分に記載された情報そのものが「慣行

として公にされることが予定される」情報に該当するものでは

ないという趣旨を述べたものにすぎず，当該不開示となった氏

名そのものが公になっている本件のような場合には妥当しない。

このように，諮問庁の反論は，文献の趣旨を自らに都合良く曲

解したものであり，失当であることが明白である。 

       したがって，法５条１号ただし書の観点からも，本不開示部分

は開示がなされるべきである。 

     Ｃ 本不開示部分は法５条１号ただし書ロに該当し開示を要するこ

と 

       本不開示部分を開示することが，一般消費者の保護につながる

こと，また，こうした利益は，実質的にプライバシー性を有し

ない弁護士の氏名を不開示にすることによって保護される利益

よりもはるかに優越し，本不開示部分を法５条１号ただし書ロ

によって開示すべきことは既に異議申立書２において述べた。 

       これに対し諮問庁は，「当該弁護士の氏名を公表することがど

うして一般消費者の生活又は財産を保護することにつながるの

か，その直接的かつ具体的な因果関係についての説明がなく，

当該弁護士の氏名を公にすることの意義が不明である」旨反論



- 41 - 

する。 

       しかしながら，特定ＰＴが開催された当時において，消費者庁

や農水省がどのような認識を有し，また，消費者庁や農水省に

よる特定会社Ｘに対する対応が適切なものであったかを明らか

にすることによって，消費者庁や農水省の特定会社Ｘへの対応

や監督体制の問題点を明らかにすることができるが，農水省や

消費者庁の対応，監督上の問題点が明らかになり，公の批判の

対象になれば，これら問題点を改善する契機が生まれることと

なり，将来において，特定会社Ｘのような甚大な消費者被害の

発生あるいは拡大を防止し，一般消費者の生活又は財産を保護

することにつながる。 

       そして，消費者庁や農水省がどのような認識を有していたか，

また，消費者庁や農水省による特定会社Ｘに対する対応が適切

なものであったかを明らかにするためには，特定ＰＴにおいて，

個々の参加者と農水省や消費者庁の担当者との間でどのような

会話のやり取りがなされたかを明らかにする必要があるが，口

頭での会話のやり取り等は，いうまでもなく，それが誰と誰の

間でなされたかが重要なのであるから，本不開示部分に記載さ

れた弁護士の氏名を公表することが，一般消費者の生活又は財

産を保護することにつながることは明らかである。 

       したがって，本不開示部分を公開することと，一般消費者の生

活，財産を保護することとの間には直接的かつ具体的な因果関

係が存するのであって，この点に関する諮問庁の反論が失当で

あることは明らかである。 

       以上より，処分庁は，法５条１号ただし書ロにより，本不開示

部分を開示すべきである。 

     Ｄ 本不開示部分は法５条２号イに該当せず，開示を要すること 

       諮問庁はまた，「弁護士がいかなる問題意識を有し，それを基

にどのような事案に関与するかは正に事業を営む当該弁護士個

人の当該事業に関する情報である」として，本不開示部分が法

５条２号イの「個人の権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれ」がある情報に該当する旨主張する。 

       しかしながら，審査基準第３の２（３）エによれば，「権利，

競争上の地位その他正当な利益を『害するおそれ』があるかど

うかの判断に当たっては，法人等又は事業を営む個人には様々

な種類，性格のものがあり，その権利利益にも様々な種類のも

のがあるので，法人等又は事業を営む個人の性格，権利利益の

内容及び性質等に応じ，当該法人等又は事業を営む個人の憲法
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上の権利（信教の自由，学問の自由等）の保護の必要性，当該

法人等又は事業を営む個人と行政との関係等を十分考慮するも

のとする。また，この『おそれ』の判断に当たっては，単なる

確率的な可能性ではなく，法的保護に値する蓋然性が認められ

るかどうかにより判断する」ものとされている。 

       そこでかかる審査基準に従い本不開示部分について検討するに，

本不開示部分の氏名の弁護士は，通常の弁護士の職務ないし事

業としてではなく，公共的活動を行う日本弁護士連合会の一員

として，同じく高い公益性を有する特定ＰＴに出席したもので

あり，その公益的な業務ないし職務の特質からして氏名の秘匿

の必要性はない。しかも，この特定ＰＴは，消費者庁や農水省

及び特定政党の国会議員等も参加したものであり，行政の在り

方とも密接な関係性をもったものである。さらに，当該弁護士

が日本弁護士連合会の一員として公益活動への参加した事実が

公開されることは弁護士の職務ないし業務上の利益につながる

ことはあっても，不利益を与える事態はおおよそ想定できない。 

       したがって，当該ＰＴに参加した弁護士の職務の特質に鑑みれ

ば，当該弁護士の氏名を殊更に秘匿し，これを保護する必要性

は全く存しないのであり，当該弁護士の権利，競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれはないというべきである。 

       したがって，本不開示部分は法５条２号イに該当せず，開示を

要することは明らかである。 

   （イ）小括 

      以上のことから，本件不開示部分３，７，１０，１２，１５，１

８及び２２は，いずれも不開示事由に該当せず，開示を要すること

が明らかである。 

   ウ 本件不開示部分４，５及び１３について 

   （ア）異議申立人の意見 

     Ａ 理由付記に不備があり，本件処分が違法であり，取り消される

べきこと 

       異議申立書２においても述べた通り，理由付記については，開

示請求者において，「非開示事由のどれに該当するのかをその根

拠とともに了知し得るもの」である必要がある。 

       開示決定において，処分庁は本不開示部分のいずれについても

「この情報は特定会社Ｘ問題に関する政党関係者の問題意識や

考え方など，当時の党としての認識状況等が推測され得る情報

が含まれており，行政機関側が一方的に明らかにすることがあ

るとすると，党として公表を意図していない内容を公にするこ
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とにつながりかねず，政党関係者が行った政策の検討状況が明

らかになることを通じて，政党の権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあるため」とする。 

       しかし，そもそも，本不開示部分のみならず，本件不開示部分

４，５，６，９，１３，１７及び２１の７つの部分にも前述し

た全く同一の不開示理由を用いていることからして，処分庁が

果たして当該文書の特質に即して具体的に不開示理由を検討し

たのか極めて疑わしい。また，不開示理由として記載されてい

る，「特定会社Ｘ問題に関する政党関係者の問題意識や考え方な

ど，当時の党としての認識状況等が推測され得る情報が含まれ

ており，行政機関側が一方的に明らかにすることがあるとする

と，党として公表を意図していない内容を公にすることにつな

がりかね」ないという，言い切りないし断定に近い理由では，

特定会社Ｘ問題に関する政党関係者のどのような性質の問題意

識や考え方が記載され，それによってどの程度党としての認識

状況等を推測させ，また，それが党として公表を意図しない性

質のものなのか，ひいては党の競争上の地位その他正当な利益

が脅かされるような内容の情報なのかを判断することが出来な

いのであって，不開示事由に該当することをその「根拠ととも

に」了知できるものといえない。 

       諮問庁は，「本件不開示部分４は，この黒塗りにした内容全体

が主に法５条２号の不開示部分として該当するものであること

は，原処分２において真摯な説明を尽くしている」とするが，

前述した通り，このようないわば使い回しの具体性に欠く理由

付記では，本不開示部分が法５条２号イに該当することを「そ

の根拠とともに」了知できず不十分であるし，理由付記を要求

することによって，行政庁の恣意を抑制しようとした行政手続

法８条１項本文の趣旨を没却するものであり，理由付記に違法

の瑕疵があることは明白である。 

       なお，従来，本件不開示部分５については，異議申立書２にお

いて理由付記の不備を主張していないが，本件不開示部分５に

ついても理由付記の不備の違法があることは明らかである。 

     Ｂ 本不開示部分は法５条２号イに該当せず，不開示事由に該当し

ないこと 

       審査基準が定める法５条２号イの「害するおそれ」の判断枠組

みは前記イ（ア）Ｄに述べた通りであり，当該法人等の性格や

当該法人等と行政との関係等を十分考慮することとされている。 

       そして，法人の性格や当該法人等と行政との関係等に即して本
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不開示部分を検討すると，本不開示部分は，民意の担い手であ

る政党の関係者によって作成された文書であり，民意の担い手

である政党という法人の作成した文書は知る権利の実質化とい

う観点から，主権者たる国民に対しこれを開示する必要性が高

い。ましてや本不開示部分は，特定政党の政党関係者が作成し

た資料なのである。処分庁の主張するとおり，本不開示部分に

「特定会社Ｘ問題に関する政党関係者の問題意識や考え方など，

当時の党としての認識状況等が推測され得る情報が含まれてい

る」とするならば，本不開示部分の情報は，特定政党，ひいて

は消費者庁，農水省の消費者政策を窺い知る上で公益性が非常

に高い情報であり，開示の必要性は極めて高いものといえる。

そして，こうした公益性及び開示の必要性の極めて高い内容の

情報については，仮に当該政党に秘匿の利益が認められるとし

ても，それは国民の知る権利を前に後退するというべきであり，

主権者たる国民に対し当該情報を秘匿する「法的保護に値する

蓋然性」は認められず，法５条２号イの情報に該当しない。 

       加えて，特定政党の関係者が，いやしくも特定ＰＴという外部

有識者の集まる会合において対外的に配布した資料が開示され

ることによって，不開示理由に挙げられているような，「党とし

て公表を意図していない内容を公にすることにつながる」事態

が生じること自体想定し難いのである。 

       このように，本不開示部分が開示されることによって，政党の

権利，競争上の地位その他正当な利益が害されるおそれは全く

存しない。 

       このような異議申立人の主張につき，諮問庁は，「個別の対象

文書の不開示決定の是非についての検討を放棄したものであり，

何ら根拠のないもの」，「政党が公益性や公共性を有することは，

文書を開示すべき理由には全くならない」などと主張する。し

かし，異議申立人の主張は前述の通り，審査基準を踏まえ，「法

人」の性質を具体的に検討したものであることからすれば，こ

うした主張こそが個別の対象文書についての具体的検討を放棄

したものであり，また，自ら策定した審査基準も無視する不当

なものであることは論を待たない。 

       以上に述べてきたとおり，本不開示部分は法５条２号イに該当

せず，むしろこれを開示すべき要請の高いものであるから，処

分庁は速やかに本不開示部分を開示すべきである。 

     Ｃ 本不開示部分は法５条２号ただし書に該当し，開示を要するこ

と 
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       本不開示部分についても，すでに述べたところと同様，特定政

党と消費者庁，農水省の担当者とのやり取りや議論の状況を明

らかにすることで，当時の消費者庁や農水省の認識，ひいては

消費者庁や農水省の特定会社Ｘに対する対応や，監督体制の問

題点を明らかにし，公の批判の対象になれば，そうした問題点

を改善する契機が生まれることとなり，将来において，特定会

社Ｘのような甚大な消費者被害の発生あるいは拡大を防止し，

一般消費者の生活又は財産を保護することにつながる。 

       そして，政党関係者の作成した資料は，政党関係者がどのよう

な事実に即して，また，どのような問題意識のもと，特定ＰＴ

において消費者庁や農水省の担当者とのやり取りや議論を行っ

たかを窺い知る上で必要不可欠な情報であるから，本件不開示

部分４は，法５条２号ただし書の情報に該当するというべきで

ある。 

       この点につき，諮問庁は，「本件不開示部分４を公にすること

が，どうして国民の生活又は財産の保護につながるのか，その

直接的かつ具体的な因果関係についての説明が一切な」い，あ

るいは「漠然とした概念的かつ抽象的な可能性」と主張する。 

       しかし，本件不開示部分４を開示することと，一般消費者の生

活又は財産を保護することとの間に具体的・直接的な因果関係

が存することは前述の通りなのであり，諮問庁の批判はあたら

ないというべきである。 

       したがって，本不開示部分は，法５条２号ただし書の人の生活

又は財産を保護するため，公にすることが必要な情報に該当す

るため，処分庁としては，速やかにこれを開示すべきである。 

   （イ）小括 

      以上のことから，本件不開示部分４，５及び１３は，いずれも不

開示事由に該当せず，開示を要することが明らかである。 

   エ 本件不開示部分６，９，１７及び２１について 

   （ア）異議申立人の意見 

     Ａ 理由付記に不備があり，本件処分が違法であり，取り消される

べきこと 

       前述の場合と同様，処分庁は本件不開示部分４，５，６，９，

１３，１７及び２１の７つの不開示部分すべてについて全く同

一の不開示理由を挙げており，各不開示部分につき，各文書の

特殊性に応じた具体的な検討を行ったのか，極めて疑わしいし，

不開示理由として記載されている，「特定会社Ｘ問題に関する政

党関係者の問題意識や考え方など，当時の党としての認識状況
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等が推測され得る情報が含まれており，行政機関側が一方的に

明らかにすることがあるとすると，党として公表を意図してい

ない内容を公にすることにつながりかね」ないという言い切り

ないし断定に近い理由付記だけでは，特定会社Ｘ問題に関する

政党関係者のどのような性質の問題意識や考え方が記載され，

それによってどの程度党としての認識状況等を推測させ，また，

それが党として公表を意図しない性質のものなのか，ひいては，

党の競争上の地位その他正当な利益が脅かされるような内容の

情報なのかを判断することが出来ないのであって，不開示事由

に該当することをその「根拠とともに」了知できるものといえ

ず，また，理由付記を要求することによって，行政庁の恣意を

抑制しようとした行政手続法８条１項本文の趣旨を没却するも

のである。 

       したがって，本不開示部分に関する理由付記には不備があると

いうべきである。 

       なお，かかる理由付記について諮問庁は，理由説明書２におい

て，「『出席議員の発言内容』を具体的に記載することは，不開

示部分を開示することと等しい」旨主張する。 

       しかし，不開示部分の内容にわたらない範囲で本不開示部分に

記載された不開示理由を表現することも可能である。また，審

査基準第３の２（３）エからも明らかな通り，権利，競争上の

地位その他正当な利益を「害するおそれ」があるかの判断に当

たっては，単なる確率的な可能性ではなく，「法的保護に値する

蓋然性」が求められる以上，処分庁としては，いかなる事情か

ら本件においてこうした「法的保護に値する蓋然性」が認めら

れると判断するに至ったのか，理由を付記すべきである。 

       このような意味において，諮問庁の主張は失当であることが明

らかであり，原処分２はその理由付記に不備があり，違法なも

のであることが明らかである。 

     Ｂ 本不開示部分は法５条２号イに該当せず，不開示事由に該当し

ないこと 

       法５条２号イの当該法人等又は当該個人の権利，競争上の地位

その他正当な利益を害する「おそれ」の意義及び判断枠組みに

ついては前記イ（ア）Ｄにおいて述べた通りであり，同条項の

「おそれ」については，「法人等又は事業を営む個人の性格，権

利利益の内容及び性質等に応じ」，「法人等又は事業を営む個人

と行政との関係を十分考慮」し「法的保護に値する蓋然性」が

あるか否かによって判断される。 
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       そこで，本件不開示部分６，９，１７及び２１を検討するに，

いずれも特定ＰＴに出席した特定政党議員の氏名及び発言内容

が記載されているものである。そして，こうした記載内容も，

前述した政党関係者の作成した資料と同様，与党の議員が作成

したという点で，国民の知る権利の実質化という観点から，開

示の要請は高い。また，国会議員が国民の信託を受け，民意を

国政に直接的に反映させるものであり，その国政への影響力が

大きいこと，しかも，この国会議員の発言内容に鑑みれば，出

席議員の発言内容は開示の要請は政党関係者の作成資料にも増

して高い。 

       したがって，こうした公益性及び開示の必要性の極めて高い内

容の情報については，仮に当該政党に秘匿の利益が認められる

としても，それは国民の知る権利を前に後退し，主権者たる国

民に対し当該情報を秘匿する「法的保護に値する蓋然性」は認

められず，法５条２号イの情報に該当しないというべきである。 

       諮問庁は，この点について，「本件不開示部分６の作成主体が

「政党」である点を殊更強調し，特定政党の関係者が開催した

会議及びそれに関連する文書は公共性の高いものであるから広

く開示すべきであるとする異議申立人の主張は，個別の対象文

書の不開示決定の是非についての検討を放棄したものであ」る，

「政党の公益性や公共性は文書を開示すべき理由には全くなら

ない」等と主張する。 

       しかし，この点についても，異議申立人の主張は前述した通り，

他ならぬ消費者庁自身が定めた審査基準に則り，法人等又は事

業を営む個人の性格，権利利益の内容及び性質等に応じ，本件

の場合において党に法的保護に値する蓋然性が認められるかを

述べたものである以上，かかる主張こそが，本不開示部分に関

する個別具体的な検討を放棄し，また自ら定めた審査基準を無

視する失当な主張であることは明らかである。 

       以上から，本不開示部分の情報は，法５条２号イの情報に該当

しないのであるから，処分庁としては，これらを公開すべきで

ある。 

     Ｃ 本不開示部分は法５条２号ただし書に該当し，開示を要するこ

と 

       特定ＰＴが開催された当時において，消費者庁や農水省がどの

ような認識及び対応の適切性等の問題点を明らかにし，これを

公の批判にさらすことによって，問題点を改善する契機が生ま

れることとなり，将来において，特定会社Ｘのような甚大な消
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費者被害の発生あるいは拡大を防止し，一般消費者の生活又は

財産を保護することにつながることは前述したとおりである。 

       そして，こうした事項を明らかにする上で，特定ＰＴにおいて，

出席議員がどのような発言をし，この者と消費者庁や農水省の

担当者らとどのようなやり取りを交わしたかを知ることは不可

欠である。したがって，本不開示部分を公にすることが，一般

消費者の生活又は財産を保護することにつながることは明らか

である。 

       諮問庁は，異議申立人によるこうした主張を「抽象的かつ漠然」

としていると主張するが，本不開示部分の開示が人の生活又は

財産を保護するために必要な情報に該当し，開示を要すること

は前述した通りであって，こうした主張は失当であるというべ

きである。 

       したがって，本不開示部分は法５条２号ただし書に該当する。 

   （イ）小括 

      以上のことから，本件不開示部分６，９，１７及び２１はいずれ

も不開示事由に該当せず，開示を要することが明らかである。 

   オ 本件不開示部分８，１１，１４，１９及び２３について 

   （ア）異議申立人の意見 

     Ａ 本不開示部分は法５条２号イに該当せず，不開示事由に該当し

ないこと 

       法５条２号イの「おそれ」の判断枠組みについては前記イ（ア）

Ｄで述べた通りであり，「法人等又は事業を営む個人の性格，権

利利益の内容及び性質等に応じ」，「当該法人等または行政との

関係等を十分考慮する」ものとされる。 

       そこでかかる審査基準に従い，本不開示部分について検討する

に，不開示部分の氏名の弁護士は，通常の弁護士の職務ないし

事業としてではなく，公共的活動を行う日本弁護士連合会の一

員として，同じく高い公益性を有する特定ＰＴに出席したもの

であり，その公益的な業務ないし職務の特質からして氏名の秘

匿の必要性はない。しかも，この特定ＰＴは，消費者庁や農水

省及び特定政党の国会議員等も参加したものであり，行政のあ

りかたとも密接な関係性をもったものである。さらに，当該弁

護士が日本弁護士連合会の一員として公益活動への参加した事

実が公開されることは弁護士の職務ないし業務上の利益につな

がることはあっても，不利益を与える事態はおよそ想定できな

い。 

       したがって，特定ＰＴに参加した弁護士の職務の特質に鑑みれ
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ば，当該弁護士の氏名を殊更に秘匿し，これを保護する必要性

は全く存しないのであり，当該弁護士の権利，競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれはないというべきである。 

       したがって，本不開示部分は法５条２号イに該当せず，開示を

要することは明らかである。 

       このような異議申立人の主張に対し，諮問庁は，「個別の対象

文書の不開示決定の是非についての検討を放棄したものであり，

何ら根拠のないもの」，「政党が公益性や公共性を有することは，

文書を開示すべき理由には全くならない」などと主張するが，

異議申立人の主張は前述の通り，審査基準を踏まえ，「法人」の

性質を具体的に検討したものであることからすれば，こうした

主張こそが本件の特質を無視したものであり，また，自ら策定

した審査基準も無視する不当かつ失当なものである。 

       したがって，本不開示部分は，法５条２号イに該当しない。 

     Ｂ 本不開示部分は法５条２号ただし書に該当し，開示を要するこ

と 

       消費者庁や農水省の特定会社Ｘに対する認識，対応の適切性等

を明らかにすることによって，これを公の批判の対象にし，消

費者庁ないし農水省の改善の契機が生まれ，将来において，特

定会社Ｘのような甚大な消費者被害の発生あるいは拡大を防止

し，一般消費者の生活又は財産を保護することにつながること

は先に述べた通りである。 

       そして，特定ＰＴ開催時における消費者庁や農水省の認識を明

らかにするためには，消費者庁や農水省の担当者と参加弁護士

とのやり取りの内容を把握し，弁護士がどのような問題意識を

持ち，どのような発言内容をしたのかを明らかにすることが不

可欠であるといえるから，本不開示部分に記載された特定会社

Ｘ関係者の役職名を公表することが，一般消費者の生活又は財

産を保護することにつながることは明らかである。 

       諮問庁は，異議申立人によるこうした主張を「抽象的かつ漠然」

としたものである旨主張するが，本不開示部分の開示が人の生

活又は財産を保護するために必要な情報に該当し，開示を要す

ることは前述した通りであって，こうした主張は失当であると

いうべきである。 

   （イ）小括 

      以上のことから，本件不開示部分８，１１，１４，１９及び２３

はいずれも不開示事由に該当せず，開示を要することが明らかであ

る。 



- 50 - 

   カ 本件不開示部分１６について 

   （ア）異議申立人の意見 

     Ａ 本不開示部分は法５条２号イに該当せず，不開示事由に該当し

ないこと 

       特定会社Ｘの法人格が消滅した現時点において，すでに特定会

社Ｘの権利や競争上の地位及びその他正当な利益が観念出来な

い以上，本件不開示部分１６の特定会社Ｘの印影が開示される

ことによって，特定会社Ｘの権利，または競争上の地位等が害

されるおそれがないことは既に異議申立書２において述べた。 

       以上の異議申立人の主張に対し，諮問庁は，「特定会社Ｘは，

破産手続を終結して法人格が消滅しているが，その事実は法律

的には周知されているとしても，実際上は世間一般に知れ渡っ

て誰しもが知っているわけではないため，特定会社Ｘの役員の

印影を用いた詐欺行為によって消費者が被害を被るおそれがあ

る。したがって特定会社Ｘの権利その他正当な利益が害される

おそれがあるといえる」と主張する。 

       しかし，特定会社Ｘの役員の印影を用いた詐欺行為によって消

費者が被害を被ることが，何故に特定会社Ｘの権利その他の正

当な利益が害されることにつながるのか，その論旨が全く不明

である（誤植であろうか）。 

       したがって，本不開示部分は法５条２号イの情報に該当しない

ことが明らかである。 

     Ｂ 本不開示部分は法５条４号に該当しないこと 

       本件不開示部分１６の特定会社Ｘの印影が開示されることで，

何らかの犯罪を誘発し，あるいは，犯罪の実行を容易とする事

態が想定できないことは既に異議申立書２において述べた。 

       これに対し，諮問庁は，理由説明書２において，「当該印影を

使用して虚偽の契約書を作成し，その契約書をもって，損害を

受けたと主張して損害賠償請求訴訟を提起する事態」あるいは

「特定会社Ｘの役員の印影を用いて，特定会社Ｘと契約してい

た消費者を狙った詐欺行為を誘発」するなどとして，「犯罪の予

防に支障を及ぼすおそれがある」と従来の主張を繰り返す。 

       しかしながら，偽造した虚偽の契約書をもって損害賠償請求訴

訟を提起することそれ自体，現実味に乏しい主張であるし，特

定会社Ｘがすでに破産した現段階において，「特定会社Ｘの役員

の印影を用いて，特定会社Ｘと契約していた消費者を狙った詐

欺行為」として，どのような詐欺行為が考えられるのか，諮問

庁の主張からは明らかではない。 
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       また，こうした極めて抽象的かつ現実性に乏しい犯罪の発生可

能性を理由に不開示とすることが認められるのであれば，実際

上，規制行政に関わる行政文書は，そのすべてが，「犯罪の予防

に支障を及ぼす」として，不開示とすることが許される事態に

なりかねないのであって，こうした諮問庁の見解が解釈論とし

ての妥当性，均衡性を欠いており，諮問庁の主張は失当である。 

       したがって，本件不開示部分１６は法５条４号に該当しない。 

   （イ）小括 

      以上のことから，本件不開示部分１６は法５条２号及び４号不開

示事由に該当せず，開示を要することが明らかである。 

   キ 本件不開示部分２０及び２４について 

   （ア）異議申立人の意見 

     Ａ 本不開示部分は法５条１号本文前段に該当せず，不開示事由に

該当しないこと 

       特定会社Ｘがすでに破綻して３年以上が経過した現時点におい

て，本不開示部分の情報から，特定の個人を識別することが事

実上不可能であり，法５条１号本文前段の情報に該当しないこ

とは既に異議申立書２において述べた通りである。 

       これを敷衍するに，本不開示部分に記載された特定会社Ｘの関

係者の役職名は，特定会社Ｘ自体の資料の散逸，また当時の人

事異動等を考えれば，匿名性の極めて高い情報であって，登記

されていた取締役のような役職であれば別論，通常の役職名か

ら個人を識別することは著しく困難である。 

       このように，個人の識別が困難である以上，すでに消滅した法

人の役職名自体にプライバシー性はないというべきである。 

       したがって，本不開示部分は法５条１号本文前段に該当しない。 

     Ｂ 本不開示部分は法５条１号ただし書ロに該当し開示を要するこ

と 

       特定ＰＴが開催された当時において，消費者庁や農水省がどの

ような認識を有していたか，また，消費者庁や農水省による特

定会社Ｘに対する対応が適切なものであったかを明らかにする

ことによって，消費者庁や農水省の特定会社Ｘへの対応や監督

体制の問題点を明らかにすることができる。こうして農水省や

消費者庁の対応，監督上の問題点が明らかになり，公の批判の

対象になれば，そうした問題点を改善する契機が生まれること

となり，将来において，特定会社Ｘのような甚大な消費者被害

の発生あるいは拡大を防止し，一般消費者の生活又は財産を保

護することにつながる。 
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       そして，消費者庁や農水省がどのような認識を有していたか，

また，消費者庁や農水省による特定会社Ｘに対する対応が適切

なものであったかを明らかにするためには，特定ＰＴにおいて，

消費者庁や農水省の担当者あるいは個々の担当者が，特定ＰＴ

の開催当時，特定会社Ｘの担当者とどのようなやり取りを交わ

したかを知ることは不可欠。農水省や消費者庁の担当者との間

でどのような会話のやり取りがなされたかを明らかにする必要

があるが，口頭での会話のやり取り等は，言うまでもなく，そ

れが誰と誰の間でなされたかが重要なのであるから，本不開示

部分に記載された特定会社Ｘ関係者の役職名を公表することが，

一般消費者の生活又は財産を保護することにつながることは明

らかである。 

       諮問庁は，異議申立人によるこうした主張を「抽象的かつ漠然」

としていると主張するが，本不開示部分の開示が人の生活又は

財産を保護するために必要な情報に該当し，開示を要すること

は前述した通りであって，こうした主張は失当であるというべ

きである。 

   （イ）小括 

      以上から，本件不開示部分２０及び２４はいずれも不開示事由に

該当せず，開示を要することは明らかである。 

   ク 結語 

     以上に述べてきたところから，原処分２は，法の定める不開示理由

に該当しないことが明らかである上，諮問庁の挙げる不開示理由，

諮問理由が失当であり，不開示部分については，いずれも開示を要

することが明白であるので，処分庁が行った一部不開示決定（原処

分２）を取り消す旨の答申を求め，本意見書２の提出に至った次第

である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書１（平成２６年（行情）諮問第４６４号） 

 （１）概要 

   ア 異議申立人は，法４条１項の規定に基づき，処分庁に対し，行政文

書開示請求を行い，処分庁は，同日付けでこれを受け付けた（以下

「本件開示請求」という。）。 

   イ 本件開示請求については，請求する行政文書の名称等の補正がなさ

れた。 

   ウ 処分庁は，本件開示請求について，法１１条の規定に基づき，開示

決定等の期限を延長した。 

   エ 処分庁は，本件開示請求について，対象となる行政文書（本件対象
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文書）のうち開示可能な部分（以下「本件対象文書１」という。）を

特定し，平成２６年４月１０日付けで，法１１条に定める「開示請

求に係る行政文書のうちの相当の部分」について，法５条各号の規

定に該当する不開示情報に該当する部分を除いて開示する決定（原

処分１）を行った。 

     なお，本件対象文書のうち残りの行政文書（以下「本件対象文書２」

という。）については，前記ウの開示決定等の期限を延長した際に，

平成２６年６月２３日までに開示決定等をする予定であることを異

議申立人宛てに明らかにしている。 

   オ 異議申立人は，前記エの原処分１を受けて，法１４条２項の規定に

基づき，処分庁に対し，行政文書の開示の実施方法等の申出を行い，

処分庁はこれを受け付けた。 

   カ 処分庁は，前記オの行政文書の開示の実施方法等申出書を受けて，

異議申立人に対し，原処分１を行った文書の開示を実施した。 

   キ 異議申立人は，原処分１に係る不開示理由のうち法５条２号イ，５

号及び６号イの規定に該当するとした理由は本件対象文書１の一部

を不開示とする正当な理由にならないとして，行政不服審査法６条

２号の規定に基づき，原処分１を取り消し，本件対象文書１のうち

上記規定に該当することを理由に処分庁が不開示を決定した文書を

開示する決定を求める旨の異議申立て（以下「本件異議申立て１」

という。）を行った。 

   ク 本件異議申立て１を受け，原処分１の適法性及び妥当性につき改め

て慎重に検討した結果，諮問庁は原処分１を適法かつ妥当なものと

認めた。 

     したがって，異議申立人の主張には理由がないから，行政不服審査

審法４７条２項の規定に基づき，本件異議申立て１を棄却したく，

情報公開・個人情報保護審査会に諮問するものである。 

 （２）異議申立人の主張に関する検討 

   ア 異議申立人の主張（異議申立ての趣旨及び理由） 

     （省略） 

   イ 異議申立人の主張についての検討 

   （ア）「政府の有するその諸活動を国民に説明する責務」があることを

もって本件対象文書１の一部不開示が極めて不当とはならないこと 

      異議申立人は，法１条や設置法３条を根拠に，消費者庁が「その

諸活動を国民に説明する責務が全うされる」べく，消費者が安心し

て安全で豊かな消費生活を営むことができるようになるため，国民

に対する説明責任を果たす義務を負っているにもかかわらず，行政

文書を一部不開示としたことが極めて不当であると主張する。 
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      確かに法は，国民主権の理念にのっとり，政府の諸活動を国民に

説明する責務が全うされるようにすることを目的とするものである

ことから，行政情報は原則開示との考え方に立っている。 

      しかしながら，一方で，個人，法人等の権利利益や，国の安全，

公共の利益等も適切に保護すべき必要があることから，法５条は，

開示しないことに合理的な理由がある情報を不開示情報として規定

し，不開示とする具体的理由については，同条各号に規定している。 

      すなわち，法５条は，開示しないことの利益を明確に認め，同条

各号において不開示情報となるものを類型的かつ詳細に定めている

のである。したがって，「政府の有するその諸活動を国民に説明す

る責務」があることをもって，直ちに，本件対象文書１の一部不開

示が極めて不当とはならないことは明白である。 

      処分庁は，本件異議申立て１により開示を求められた各不開示部

分について，開示することによってなしうる政府の諸活動を国民に

説明する責務を十分踏まえた上で，各不開示部分が同条各号により

保護すべき利益を有しているか慎重に検討したものであり，決して

その諸活動を国民に説明する責務を放棄したものではなく，その判

断手法は，適法かつ妥当なものである。 

   （イ）本件不開示部分１について 

      異議申立人は，本件不開示部分１について，特定会社Ｘの破産，

法人格の消滅を理由に，特定会社Ｘの権利や競争上の地位その他正

当な利益が害されるという事態が起こり得ないこと及び犯罪の予防

に支障を来すというような事態は想定できず，法５条２号イ及び４

号該当性を否定する主張をしている。 

      しかし，当該印影を公にすることにより，例えば特定会社Ｘの役

員の印影が偽造され，虚偽の契約書を作成し，その契約書をもって

損害を受けたと主張して損害賠償請求訴訟を提起する事態が発生す

るおそれがある。また，特定会社Ｘの役員の印影を用いて，特定会

社Ｘと契約していた消費者を狙った詐欺行為等の犯罪行為を誘発し

かねず，犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがある。 

      特定会社Ｘは，破産手続を終結して法人格が消滅しているが，そ

の事実は法律的には周知されているとしても，実際上は世間一般に

知れ渡って誰しもが知っているわけではないため，特定会社Ｘの役

員の印影を用いた詐欺行為によって消費者が損害を被るおそれがあ

る。 

      したがって，特定会社Ｘの権利その他正当な利益が害されるおそ

れ及び犯罪の予防に支障を来すおそれがあるため，本件不開示部分

１は法５条２号イ及び４号に該当し，異議申立人の主張には理由が
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なく，原処分１の正当性を覆すものではない。 

   （ウ）本件不開示部分２について 

     Ａ 本件不開示部分２は，公になることが想定されていたものでは

ないこと 

       異議申立人は，本件不開示部分２について，想定問答の参考資

料の内容であることから，本件不開示部分２も必要があれば公

になることが想定されていたものであって不開示とすべき性質

のものではないと主張する。 

       しかし，想定問答の答弁本体であれば公になることが想定され

ているものの，資料の中には，答弁者のみが参照し得る参考情

報又は手持ち資料として部外秘の情報を掲載していることもあ

るため，答弁資料の中に記載されているもの全てが公にされる

ことが想定されているわけではない。公にすべきかどうかは文

書ごとに個別具体的に判断する必要がある。 

       当該不開示部分である参考資料は，答弁書の参考資料として答

弁の内容を補足するものとして作成されたものである。その場

において答弁することが想定されていたもの，すなわち，公に

することを想定していた部分は答弁本体のみである。 

       したがって，想定問答の参考資料の内容であるから公になるこ

とが想定されていたものであるとの異議申立人の主張は失当で

ある。 

     Ｂ 本件不開示部分２について法５条５号が該当すること 

       異議申立人は，特定会社Ｘは既に破産して法人格が消滅してい

ること，本件不開示部分２は農水省からの引継ぎ事項に関する

過去の経緯が記載されたものであり，今後行政機関の最終的な

意思決定が予定されていないことから，本件不開示部分２は法

５条５号に該当しないと主張する。 

       しかしながら，審議，検討等が終了し意思決定が行われた後で

あっても，将来予定されている同種の審議，検討等に係る意思

決定に不当な影響を与えるおそれがある場合には法５条５号に

該当し得るとされている（詳解情報公開法７５頁）。 

       本件においても，預託法違反調査の過程において内部で審議・

検討された内容は，特定会社Ｘの案件特有の内容ではなく，将

来の同種の預託法違反調査に係る意思決定に共通し，連続性を

有する内容である。 

       したがって，率直な意見交換又は意思決定の中立性は，その後

もその意思決定を基礎として後の意思を形成し，組織としてそ

の意思は承継されており，率直な意見交換又は意思決定の中立
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性は現在もなお確保されるべきものであるので，特定の事業者

の消滅によって法５条５号の不開示理由が否定されるものでは

ない。 

       また，当該不開示部分は，当該想定問答内容を検討するに当た

り，当時の担当者個人の記憶に基づいて作成されたものであり，

その情報が正確かどうかは必ずしも明確ではないことから，事

実確認の不十分な情報を不用意に公にすることで，不当に国民

の間に混乱を生じさせるおそれがある情報である。 

       したがって，本件不開示部分２について，法５条５号が該当す

る。 

     Ｃ 本件不開示部分２について法５条６号が該当すること 

       異議申立人は，現在の我が国に特定商法を行う事業者が存在し

ないことを理由に同種事案の発生可能性を否定し，法５条６号

イ該当性も否定する主張を行っている。 

       しかしながら，特定商法業者の存在の有無については必ずしも

明らかではないが，仮に現在は特定商法業者が存在しないとし

ても，将来的に特定商法業者が出現する可能性があるため，今

後，預託法に違反する違法又は不当な行為が容易になる可能性

を否定されるものではない。 

       また，本件不開示部分２に記載された預託法違反調査における

着眼点や考え方は，特定商法業者に特有のものではなく，その

他に預託法の適用を受ける事業者の場合にも妥当するものであ

る。そうであれば，本件不開示部分２を開示することにより，

消費者庁が行う預託法の調査における着眼点や考え方が白日の

下にさらされ，預託法の適用を受ける事業者によって違法又は

不当な行為を隠ぺいされる可能性がある等の弊害がなお残って

いるのである。 

       したがって，本件不開示部分２は法５条６号イが該当する。 

 （３）結論 

    以上のとおり，本件異議申立て１を受け，諮問庁において，原処分１

の適法性及び妥当性について改めて慎重に検討した結果，異議申立人の

主張にはいずれも理由がなく，かつ処分庁が行った決定はいずれも適法

かつ妥当なものと認められたので，本件異議申立て１については，行政

不服審査法４７条２項の規定に基づき，これを棄却することとしたい。 

 ２ 補充理由説明書（平成２６年（行情）諮問第４６４号） 

 （１）異議申立人の主張に関する検討 

    異議申立人は，異議申立書１及び意見書１において，法及び関連法令

の仕組みに関する規範的理解を欠いたままに，独自の見解を縷々述べて
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不開示部分の開示を主張している。 

    そこで，無用な反論の重複を避けるために争点を明確化して，以下で

は，不開示部分ごとに異議申立人の主張を挙げ，それに対し必要に応じ

て法等の仕組みについて述べながら，諮問庁の反論を行う。 

   ア 本件不開示部分１に係る異議申立人の主張 

     特定会社Ｘの法人格の消滅及び元役員に対する実刑判決並びにそれ

らの事実が国民に広く知れ渡っていることを理由に，本件不開示部

分１の印影が公になっても，何らかの犯罪の発生につながり，その

犯罪の予防に支障を来すような事態は全く想定できず，仮に想定で

きたとしても極めて抽象的かつごく小さな可能性にとどまるのであ

って，犯罪の予防に当たり必要かつ相当な情報とはいえず，法５条

４号に該当しないことは明らかである。 

     そして，理由説明書１において具体例として述べた損害賠償請求訴

訟の提起の可能性や，消費者を狙った詐欺行為等の犯罪行為の誘発

を否定している。 

   イ 本件不開示部分１に係る異議申立人の主張に対する諮問庁の反論 

     異議申立人は，特定会社Ｘの元役員に対する実刑判決について報道

の対象となったから特定会社Ｘの法人格の消滅についても国民の間

で周知の事実となっていると主張するが，両者は論理必然の関係に

なく，異議申立人の主張は失当である。 

     また，理由説明書１において具体的に例示した損害賠償請求訴訟の

提起については，役員の印影を偽造して虚偽の契約書を作成し，消

費者被害を受けたことを装い，特定会社Ｘという法人に対してのみ

ならず，元役員に対して損害賠償請求がなされる可能性は十分にあ

り，異議申立人も述べているとおり，現に国家賠償請求訴訟も提起

されているところであって，訴訟の被告となり得る者は特定会社Ｘ

という法人に限られたものではない。 

     また，元役員の印影を偽造した第三者が，特定会社Ｘと契約してい

た消費者に対し，特定会社Ｘ関係者による謝罪等を装って詐欺等何

らかの犯罪行為を行うおそれは十分にある。 

     法５条４号に規定する「犯罪の予防」については，審査基準第３の

４（１）において，「犯罪の発生を未然に防止することをいう」とさ

れているところ，行政機関においては，当然に犯罪の防止について

細心の注意を払わなければならず，犯罪の発生可能性についてはあ

らゆる可能性を想定すべきであり，行政文書の開示により，仮に犯

罪の発生又はその誘発が想定されると考えられる場合は，法５条４

号の不開示理由として是認されるべきものである。 

     異議申立人の主張は，「犯罪の予防」に対する理解や認識を欠いた
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ものであり，この点においても失当である。 

     よって，異議申立人の主張には理由がなく，法５条４号による不開

示理由の正当性を覆すものではない。 

   ウ 本件不開示部分２に係る異議申立人の主張 

   （ア）本件不開示部分２は，法５条５号に該当しないこと 

      審査基準第３の５（６）エによれば，審議，検討等に関する情報

であっても，当該情報が専門的な検討を経た調査データ等の客観的，

科学的事実又はこれに基づく分析等を記録したものについては，一

般的には本号に該当する可能性が低いとされる。加えて，本件不開

示部分２には農林水産省の特定会社Ｘへの立入検査の経緯や定期報

告についての経緯，農林水産省から消費者庁への特定会社Ｘに関す

る情報や事務の引継ぎに関する過去の経緯といった意見の交換や審

議の前提となる確実性の高い事実関係が記載されていると考えられ

るから，審査基準第３の５（６）エによれば不開示情報に当たらな

い。 

   （イ）本件不開示部分２は，法５条６号イに該当しないこと 

      本件異議申立て１に係る行政文書開示請求について，国民等が強

い関心を有しており，当時の消費者庁の認識を知ることができ，農

林水産省や消費者庁の対応と密接に関連する事項が記載されている

ので，開示の必要性が高く，また，不開示の分量が少なく，開示し

ても消費者庁の業務に支障を来す蓋然性は存在しないか極めて小さ

い。 

      さらに，本件不開示部分２には預託法違反の事実の詳細が記載さ

れているわけではなく，客観的事実が記載されていると考えられ，

そのような事実を公にしたところで，他の預託等取引業者に対し預

託法の法規制を免れる方法を示唆したり，今後の同種事実において

正確な事実の把握が困難になるか疑問である。 

   エ 本件不開示部分２に係る異議申立人の主張に対する諮問庁の反論 

   （ア）本件不開示部分２は，法５条５号に該当すること 

      異議申立人は，審査基準第３の５（６）エが適用されることを主

張したいがために，本件不開示部分２の記載内容を，前記審査基準

の適用場面に合うように，都合良く推測しており失当である。 

      審査基準第３の５（６）エは詳解情報公開法７５ページからの抜

粋であるが，「専門的な検討を経た調査データ等の客観的，科学的

事実又はこれに基づく分析等を記録したもの」とは，研究者等の専

門家又は試験・研究機関等の専門機関が専門的知見をもって調査し

た科学的なデータであり，緻密な調査研究・検証の結果に裏付けら

れたものを指す。 
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      また，「客観的事実」とは，ある事象について，緻密かつ的確な

分析・検証を経たものであり，かつ，何人の感想，又は先入観等の

主観の入っていないものを指す。 

      本件不開示部分２に記載されている情報は，消費者庁発足時の引

継ぎに係る当時の担当者に対する確認した事項について記載したも

のを特定会社Ｘ問題の審議・検討の際に使用しているものである。

その内容は，前記のような科学的なデータでも緻密な調査研究・検

証の結果に裏付けられたものでもないし，中には聞き取りの対象と

なった者の主観も入り交じっており，異議申立人が主張するような

性質の情報は記載されていないのである。 

      また，本件不開示部分２に係る情報の性質は，理由説明書１でも

述べたとおり，前任者の異動をもって法５条５号の不開示理由が否

定されるものではない。 

      よって，異議申立人の主張は法５条５号の不開示理由を否定する

明確な根拠を欠くものであって失当であり，原処分１の正当性を覆

すものではない。 

   （イ）本件不開示部分２は，法５条６号イに該当すること 

      不開示情報の該当性判断について，前述のように，東京地判平成

１６年１２月１日は次のように判示している。 

      「情報公開法３条は，何人も，この法律の定めるところにより，

行政機関の長に対し，当該行政機関の保有する行政文書の開示を請

求することができる旨規定し，・・・当該文書の開示を求める理由

ないし当該文書の利用目的あるいは開示請求文書と開示請求者との

関係に関する記載は一切求めていない。 

      このように，情報公開法は，何人に対しても等しく開示請求権を

認めることとし，その際，開示請求の理由や当該文書の利用目的，

開示請求者が誰であるかといった個別的事情は，当該文書を開示す

るか否かの判断に影響を及ぼさないとの立場を採っているものと解

される。」 

      前記裁判例が示しているように，法上の不開示情報の該当性につ

いては，一般的・客観的観点から判断すべきであり，開示請求の理

由や当該文書の利用目的，開示請求者が誰であるかといった個別的

事情は，当該文書を開示するか否かの判断に影響を及ぼさない。法

５条各号所定の不開示理由該当性を検討・判断するに当たっては，

個別の事案ごとに，一般的・客観的観点から判断すべきであり，異

議申立人の主張する開示することによる利益等まで考慮に入れる必

要はない（平成２６年度（行情）答申第１３４号参照）。 

      したがって，不開示部分についていかに関心を有する者がいたと
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しても，そのこと自体は文書を開示する理由には全くならず，異議

申立人は自らの目的を独善的に語るのみであり，主張は失当といわ

ざるを得ない。 

      また，理由説明書１でも述べたとおり，預託法違反調査における

着眼点は，特定商法業者に特有のものではなく，その他に預託法の

適用を受ける事業者の場合にも妥当するものであり，消費者庁が行

う預託法の調査における着眼点や考え方が白日の下にさらされ，預

託法の適用を受ける事業者によって違法又は不当な行為を隠ぺいさ

れる可能性がある等の弊害がなお残っているのである。 

      この点，審査基準第３の６（２）イに「監査等の終了後であって

も，例えば，違反事例等の詳細を公にすることにより，他の行政客

体に法規制を免れる方法を示唆することになるものは，本規定に該

当する」とされていることは，異議申立人も認めるところであるし，

異議申立人からは法５条６号イの不開示理由を否定する明確な根拠

が示されておらず，当該反論は失当というほかない。 

      したがって，本件不開示部分２は，法５条６号イに該当する。 

   （ウ）小括 

      上記（ア）及び（イ）により，本件不開示部分２に関する異議申

立人の主張は失当であり，原処分１の正当性を覆すものではない。 

 （２）結論 

    以上のとおり，意見書１の提出を受け，諮問庁において，原処分１の

適法性及び妥当性について改めて慎重に検討した結果，異議申立人の主

張にはいずれも理由がなく，かつ処分庁が行った決定はいずれも適法か

つ妥当なものと認められたので，本件異議申立て１については，行政不

服審査法４７条２項に基づき，これを棄却することとしたい。 

 ３ 理由説明書２（平成２６年（行情）諮問第６１６号） 

 （１）概要 

   アないしエ 

     上記１（１）アないしエと同旨 

   オ 処分庁は，本件対象文書２について，平成２６年６月２０日付けで，

法５条各号の規定に該当する不開示情報に該当する部分を除いて開

示する決定（原処分２）を行った。 

   カ 異議申立人は，原処分２を受けて，法１４条２項の規定に基づき，

処分庁に対し，行政文書の開示の実施方法等の申出を行い，処分庁

はこれを受け付けた。 

   キ 処分庁は，前記カの行政文書の開示の実施方法等申出書を受けて，

異議申立人に対し，原処分２を行った文書の開示を実施した。 

   ク 異議申立人は，原処分２に係る不開示理由のうち法５条１号本文，
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同条２号イ及び４号の規定に該当するとした理由は本件対象文書２

の一部を不開示とする正当な理由にならないとして，行政不服審査

法６条２号の規定に基づき，原処分２を取り消し，本件対象文書２

のうち上記規定に該当することを理由に処分庁が不開示を決定した

文書を開示する決定を求める旨の異議申立て（以下「本件異議申立

て２」という。）を行った。 

   ケ 本件異議申立て２を受け，原処分２の適法性及び妥当性につき改め

て慎重に検討した結果，諮問庁は原処分２を適法かつ妥当なものと

認めた。 

     したがって，異議申立人の主張には理由がないから，行政不服審査

法４７条２項の規定に基づき，本件異議申立て２を棄却したく，情

報公開・個人情報保護審査会に諮問するものである。 

 （２）異議申立人の主張に関する検討 

   ア 異議申立人の主張（異議申立ての趣旨及び理由） 

     （省略） 

   イ 異議申立人の主張についての検討 

   （ア）「政府の有するその諸活動を国民に説明する責務」があるからと

いって本件対象文書２の一部不開示が極めて不当とはならないこと 

      本件対象文書２について，上記１（２）イ（ア）と同旨 

   （イ）文書２について 

     Ａ 本件不開示部分３について 

       本件不開示部分３は，特定弁護士の氏名である。弁護士の氏名

については，個人事業主の名称と考えるか又は個人の氏名と考

えるかという問題があるが，いずれにしても，後述するように，

法５条１号若しくは２号イに該当するため不開示となる。以下，

詳述する。 

     （ａ）本件不開示部分３は，法５条１号本文前段に該当すること 

        氏名は，個人に関する情報であって，特定の個人を識別する

ことができるものであるから，法５条１号本文前段に該当する。 

     （ｂ）本件不開示部分３は，法５条１号ただし書イに該当しないこ

と 

        異議申立人は，特定ＰＴや参加した弁護士の氏名，その発言

内容等は，公益性の高い情報として実際に様々なメディアを通

じて広く報道の対象になっていたのであるから，不開示の対象

となった弁護士の氏名は，事実上の慣行として公にされ，また

公にすることが予定されていたとして，法５条１号ただし書イ

に該当する旨を主張する。 

        しかしながら，同条項の「慣行として」の解釈については，
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当該情報と同種の情報が公にされた事例があったとしても，そ

れが個別的な事例にとどまる限り，「慣行として」には当たら

ないとされている（詳解情報公開法４９ページ）。 

        本件において，当該弁護士の氏名が様々なメディアを通じて

報道の対象になっていたことを裏付けるものはない。仮に，当

該弁護士の氏名が報道されていたとしても，それは特定会社Ｘ

問題という個別的な事例にとどまるのであるから，「慣行とし

て」には当たらない。 

        したがって，異議申立人の主張は失当であり，本件不開示部

分３は，法５条１号ただし書イには該当しない。 

     （ｃ）本件不開示部分３は，法５条１号ただし書ロに該当しないこ

と 

        異議申立人は，不開示となった弁護士の氏名は，人の生活又

は財産を消費者被害から保護するために必要な情報に当たり，

法５条１号ただし書ロに該当する旨を主張する。 

        しかしながら，このような抽象的・概念的な理屈から，法５

条１号ただし書ロの該当性が容易に認められて開示されるので

あれば，極めて例外的な場合に限って開示情報とした法の趣旨

が著しく没却される。 

        また，行政文書開示請求は，何人に対しても等しく開示する

ものであり，法５条各号所定の不開示理由該当性を検討・判断

するに当たっては，個別の事案ごとに，一般的・客観的観点か

ら判断すべきであり，異議申立人の主張する開示することによ

る利益等まで考慮に入れる必要はない（平成２６年度（行情）

答申第１３４号参照）。 

        そもそも，法５条１号ただし書ロの規定は，当該情報を公に

することにより保護される人の生命，健康等の利益と，これを

公にしないことによる個人の権利利益を比較衡量し，前者の利

益が後者のそれを上回るときにこれを開示する趣旨である（平

成１４年度（行情）答申第５号）。 

        本件において，特定弁護士の氏名は，個人を識別するおそれ

があるものである。 

        他方，当該弁護士の氏名を公にすることが，どうして一般消

費者の生活又は財産の保護につながるのか，その直接的かつ具

体的な因果関係についての説明が一切なく，当該弁護士の氏名

を公にすることの意義が不明である。異議申立人が主張するよ

うな「不開示となった弁護士の氏名は，人の生活または財産を

消費者被害から保護するために必要な情報」といった漠然とし
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た概念的かつ抽象的な可能性のみでは（本件ではそのような抽

象的可能性すら認められないと考えるが），法５条１号ただし

書ロに該当しないことは明白である。 

        このようなことから，本件不開示部分３に記載された情報を

公にすることにより保護される人の生活又は財産の利益と，当

該情報を公にしないことによる個人の権利利益とを比較衡量し

た場合に，前者の利益が不明である以上，前者の利益が後者の

それを上回るとは到底認められない。 

        したがって，本件不開示部分３は，法５条１号ただし書ロの

人の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすること

が必要であると認められる情報に該当しないのは明らかである。 

     （ｄ）小括 

        上記（ａ）ないし（ｃ）により，本件不開示部分３は，法５

条１号本文に該当し，同号ただし書イ，ロ及びハのいずれにも

該当しない。 

     （ｅ）本件不開示部分３は，法５条２号イに該当すること 

        本件不開示部分３には，特定弁護士の氏名が記載されている。 

        弁護士個人がいかなる問題意識を有し，それを基にどのよう

な事案に関与するかは，正に事業を営む当該弁護士個人の当該

事業に関する情報である。 

        したがって，特定弁護士の氏名を公にすることにより，当該

事業主の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

がある情報であると言える（平成２０年度（行情）答申第３２

８号参照）。 

        よって，法５条２号イに該当し，不開示とすることが相当で

ある。 

     Ｂ 本件不開示部分４について 

     （ａ）理由付記の不備による違法はないこと 

        異議申立人は，原処分２記載の理由だけでは，不開示理由の

当否を検証することができず，理由付記として不十分と主張し

ている。 

        しかしながら，処分庁は，不開示事由に該当する情報だけを

不開示とし，それ以外の情報を開示しているところである。決

定書別紙を交付した上で具体的に当該部分・条項，理由を特定

した上で十分に説明しており，原処分２は何ら違法ではない。 

        また，異議申立人の主張は，「不開示事由のどれに該当する

のかの根拠を知ることかできず」としている。 

        最判平成４年１２月１０日（民集第１６６号７７３ページ）
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は，「公文書の非開示決定通知書に付記すべき理由としては，

開示請求者において，本条例（注：東京都公文書の開示等に関

する条例）九条各号所定の非開示事由のどれに該当するのかを

その根拠とともに了知し得るものでなければなら」ないと判示

している。 

        そして，原処分２の不開示理由は，法５条２号イ所定の「政

党（法人）の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するお

それ」があることを明示しており，異議申立人においてその根

拠とともに了知できるものとなっている。 

        本件不開示部分４については，原処分２において，「この情

報は特定会社Ｘ問題に関する政党関係者の問題意識や考え方な

ど，当時の党としての認識状況等が推測され得る情報が含まれ

ており」と不開示理由を明確に説明しており，行政機関側が一

方的に明らかにすることがあるとすると，党として公表を意図

していない内容を公にすることにつながりかねず，政党関係者

が行った政策の検討状況が明らかになることを通じて，政党の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある。

本件不開示部分４は，この黒塗りにした内容全体が正に法５条

２号の不開示部分として該当するものであることは，原処分２

において真摯な説明を尽くしている。 

        よって，異議申立人の主張には理由がなく，原処分２の正当

性を覆すものではない。 

     （ｂ）本件不開示部分４は，法５条２号イに該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分４について，審査基準第３の

２（３）を引用した上で，法５条２号イで保護されるべき権利

利益の帰属主体が「政党」であって通常の「法人」ではないこ

と，本件不開示部分４の添付元である議事録は特定政党の消費

者政策の適否を基礎付ける極めて公益性の高い情報であること

から，添付資料についても，開示することこそが，政党の権利

や競争上の地位，あるいはその利益を保護することにつながる

といえるし，実際にも開示による政党の「権利，競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれ」はないとして，本件不開示

部分４は法５条２号イに該当しないと主張する。 

        しかしながら，本件不開示部分４の作成主体が「政党」であ

る点を殊更強調し，「通常の法人ではない」などとして，同党

の関係者が開催した会議及びそれに関連する文書は公共性の高

いものであるから広く開示すべきであるとする異議申立人の主

張は，個別の対象文書の不開示決定の是非についての検討を放
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棄したものであり，何ら根拠のないものであって失当である。 

        また，異議申立人は，本件不開示部分４を開示することこそ

が，正当の権利や競争上の地位，あるいはその利益を保護する

ことにつながるといえると主張するが，その根拠が全く不明で

あり失当である。 

        また，異議申立人は，政党が公益性や公共性を有することを

理由として，本件不開示部分４を開示するべき旨を主張する。 

        しかしながら，異議申立人も認めているように，法５条２号

によって権利利益を保護される「法人その他の団体」に政党な

どの政治団体が含まれることに争いはない（詳解情報公開法５

５ページ及び平成２２年度（行情）答申第３０３号参照）。 

        このように，法は，仮に政党が公益性や公共性を有していた

としても，法５条２号イの不開示情報を定めているのであるか

ら，政党が公益性や公共性を有することは，文書を開示すべき

理由には全くならない。 

        また，異議申立人は，「本件文書の添付元である議事録」と

述べており，議事録と本件不開示部分４を，本体文書と添付文

書という形で関連づけているが，本件不開示部分４と議事録に

そのような関連はなく，各々独立した文書であり，異議申立人

は各文書の位置付けについて誤った認識を持っている。 

        本件不開示部分４については，処分庁が特定政党に不開示情

報の内容に係る事実関係を確認したものではないことから，こ

のような政党関係者による正確性が担保されていない問題意識

や考え方など，当時の特定政党としての認識状況等が推測され

得る情報を開示することは，あたかもそれらが事実であるかの

ように国民に混乱と誤解を与え，同党に対する信頼を低下させ，

同党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あるといえる。 

        したがって，本件不開示部分４は法５条２号イに該当する。 

     （ｃ）本件不開示部分４は法５条２号ただし書に該当しないこと 

        異議申立人は，仮に本件不開示部分４が法５条２号イの情報

に該当するとしても，当該不開示部分は「消費者庁や農林水産

省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の問題点を明らかにす

ることが期待でき，もって今後再び，特定会社Ｘが引き起こし

たような甚大な消費者被害が起こることを防止し，国民の「生

活または財産」を保護するため，公にすることが必要な情報で

あって，法５条２号ただし書に該当する」と主張する。 

        しかしながら，このような抽象的・概念的な理屈から，法５
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条２号ただし書の該当性が容易に認められて開示されるのであ

れば，極めて例外的な場合に限って開示情報とした同条項の趣

旨が著しく没却される。 

        また，行政文書開示請求は，何人に対しても等しく開示する

ものであるから，法５条各号所定の不開示理由該当性を検討・

判断するに当たっては，個別の事案ごとに，一般的・客観的観

点から判断すべきであり，異議申立人の主張する開示すること

による利益等まで考慮に入れる必要はない（平成２６年度（行

情）答申第１３４号参照）。 

        法５条２号ただし書は，そもそも，当該情報を公にすること

により保護される人の生命，健康等の利益と，これを公にしな

いことにより保護される法人等又は事業を営む個人の権利利益

とを比較衡量し，前者の利益を保護することの必要性が上回る

ときには，当該情報を開示しなければならないとするものであ

る（詳解情報公開法５６ページ）。 

        本件不開示部分４を行政機関側が一方的に公にすると，党と

して公表を意図していない内容を公にすることにつながりかね

ず，処分庁が事実関係を確認していない文書に係る当該政党の

問題意識等が明らかになることを通じて，それらが事実である

かのように国民に誤解を与え，ひいては政党の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあることは既に述べた

とおりである。 

        他方，本件不開示部分４を公にすることが，どうして国民の

生活又は財産の保護につながるのか，その直接的かつ具体的な

因果関係についての説明が一切なく，本件不開示部分４を公に

することの意義が不明である。異議申立人が主張するような

「これらを知ることにより，消費者庁や農林水産省の特定会社

Ｘに関する認識や監督体制の問題点を明らかにすることが期待

でき」るといった漠然とした概念的かつ抽象的な可能性のみで

は（本件ではそのような抽象的可能性すら認められないと考え

るが），法５条２号ただし書に該当しないことは明白である。 

        このようなことから，本件不開示部分４に記載された情報を

公にすることにより保護される人の生活又は財産の利益と，当

該情報を公にしないことにより保護される法人等又は事業を営

む個人の権利利益とを比較衡量した場合に，前者の利益が不明

である以上，前者の利益が後者のそれを上回るとは到底認めら

れない。 

        したがって，本件不開示部分４は，法５条２号ただし書の人
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の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが

必要であると認められる情報に該当しないのは明らかである。 

        したがって，本件不開示部分４は，法５条２号ただし書には

該当しない。 

     （ｄ）小括 

        上記（ａ）ないし（ｃ）により，異議申立人の主張には理由

がなく，原処分２の正当性を覆すものはない。 

     Ｃ 本件不開示部分５について 

     （ａ）本件不開示部分５は法５条２号イに該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分５について，法５条２号イで

保護されるべき権利利益の帰属主体が「政党」であること，本

件不開示部分５の添付元である議事録は特定政党の消費者政策

の適否を基礎付ける極めて公益性の高い情報であることから，

添付資料について，実際に開示による政党の「権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれ」はないとして，本件不

開示部分５は同号イに該当しないと主張する。 

        しかしながら，本件不開示部分５の作成主体が「政党」であ

る点を殊更強調し，特定政党の関係者が開催した会議及びそれ

に関連する文書は公共性の高いものであるから広く開示すべき

であるとする異議申立人の主張は抽象論にすぎず，個別の対象

文書の不開示決定の是非についての検討を放棄したものであり，

何ら根拠のないものであって失当である。 

        また，異議申立人は，政党が公益性や公共性を有することを

理由として，本件不開示部分５を開示すべき旨を主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，政党の利益の保護のため

の不開示事由が法において規定されている。 

        したがって，政党の公益性や公共性は文書を開示すべき理由

には全くならない。 

        本件不開示部分５については，処分庁が特定政党に不開示情

報の内容に係る事実関係を確認したものではないことから，こ

のような政党関係者による正確性が担保されていない問題意識

や考え方など，当時の特定政党としての認識状況等が推測され

得る情報を開示することは，あたかもそれらが事実であるかの

ように国民に混乱と誤解を与え，同党に対する信頼を低下させ，

同党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

ある。 

        したがって，本件不開示部分５は，法５条２号イに該当する。 

     （ｂ）本件不開示部分５は法５条２号ただし書に該当しないこと 
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        異議申立人は，本件不開示部分５を開示することによって，

消費者庁や農林水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の

問題点を明らかにすることができるのであり，今後特定会社Ｘ

が引き起こしたような甚大な消費者被害が起こることを防止し，

国民の生活または財産を保護することにつながることから本件

不開示部分５は法５条２号ただし書に該当すると主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，異議申立人が述べるよう

な抽象的・概念的な理屈によって法５条２号ただし書の該当性

が容易に認められるのであれば，極めて例外的な場合に限って

開示情報とした同条項の趣旨が著しく没却される。 

        行政文書開示請求は，何人に対しても等しく開示するもので

あるから，法５条各号所定の不開示事由該当性を検討・判断す

るに当たっては，個別の事案ごとに，一般的・客観的観点から

判断すべきであり，異議申立人の主張する開示することによる

利益等まで考慮に入れる必要はない（平成２６年度（行情）答

申第１３４号参照）。 

        法５条２号ただし書は，そもそも，当該情報を公にすること

により保護される人の生命，健康等の利益と，これを公にしな

いことにより保護される法人等又は事業を営む個人の権利利益

とを比較衡量し，前者の利益を保護することの必要性が上回る

ときには，当該情報を開示しなければならないとするものであ

る（詳解情報公開法５６ページ）。 

        本件不開示部分５を行政機関側が一方的に公にすると，党と

して公表を意図していない内容を公にすることにつながりかね

ず，処分庁が事実関係を確認していない文書に係る当該政党の

問題意識等が明らかになることを通じて，それらが事実である

かのように国民に誤解を与え，ひいては政党の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあることは既に述べた

とおりである。 

        他方，本件不開示部分５を公にすることが，どのようにして

国民の生活又は財産の保護につながるのか，その具体的な因果

関係は全く不明確であり，本件不開示部分５を公にすることの

意義が不明である。公にすることによって消費者庁や農林水産

省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の問題点が明らかにな

ることが期待できるという漠然とした概念的・抽象的な可能性

のみでは（本件ではそのような抽象的可能性すら認められない

と考えるが），法５条２号ただし書に該当しないことは明白で

ある。 



- 69 - 

        このようなことから，本件不開示部分５に記載された情報を

公にすることにより保護される人の生活又は財産の利益と，当

該情報を公にしないことにより保護される法人等又は事業を営

む個人の権利利益とを比較衡量した場合に，前者の利益が不明

である以上，前者の利益が後者のそれを上回るとは到底認めら

れない。 

        したがって，本件不開示部分５は，法５条２号ただし書の人

の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが

必要であると認められる情報に該当しないのは明らかである。 

     （ｃ）小括 

        上記（ａ）及び（ｂ）により，異議申立人の主張には理由が

なく，原処分２の正当性を覆すものではない。 

   （ウ）文書３について 

     Ａ 本件不開示部分６について 

     （ａ）理由付記の不備による違法はないこと 

        異議申立人は，本件不開示部分６は「出席議員の氏名及び発

言内容」が不開示となっているところ，「出席議員の発言内容」

が処分理由に具体的に記載されていないことから，処分庁が示

した不開示理由の当否を検証することができず，不開示事由の

どれに該当するのかの根拠を知ることができないことから，原

処分２は不開示の理由を示したとはいえず，違法であると主張

している。 

        しかしながら，処分庁は不開示事由に該当する情報だけを不

開示とし，それ以外の情報を開示している。そして，決定書別

紙を交付の上で具体的に当該部分・条項，理由を特定した上で

十分に説明しており，原処分２は何ら違法ではない。 

        本件不開示部分６については，原処分２において，前記（イ）

Ｂ（ａ）と同様，不開示理由を明確に説明しており，政党の権

利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報

なのである。本件不開示部分６についても，本件不開示部分４

と同様に原処分２において真摯な説明を尽くしている。 

        また，異議申立人は「『出席議員の発言内容』が処分理由に

は具体的に記載されておらず，これでは・・・不開示理由の当

否を検証することができない」と主張する。 

        しかしながら，「出席議員の発言内容」を具体的に記載する

ことは，不開示部分を開示することと等しいのであり，不開示

の理由の付記として，そのような具体的な記載まで法律上要求

されていないことは明白である。 
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        よって，異議申立人の主張には理由がなく，原処分２の正当

性を覆すものではない。 

     （ｂ）本件不開示部分６は，法５条２号イに該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分６について，特定ＰＴに出席

した国会議員の氏名や，その発言内容は国会議員という地位や

行政との関係性，特定政党の議員の発言等という性質から極め

て公益性が高く，また，開示によって政党の「権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれ」はないから，不開示部

分６は法５条２号イに該当しないと主張する。 

        しかしながら，本件不開示部分６の作成主体が「政党」であ

る点を殊更強調し，特定政党の関係者が開催した会議及びそれ

に関連する文書は公共性の高いものであるから広く開示すべき

であるとする異議申立人の主張は，個別の対象文書の不開示決

定の是非についての検討を放棄したものであり，何ら根拠のな

いものであって失当である。 

        また，異議申立人は，政党が公益性や公共性を有することを

理由として，本件不開示部分６を開示すべき旨を主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，政党の利益の保護のため

の不開示事由が法において規定されている。 

        したがって，政党の公益性や公共性は文書を開示すべき理由

には全くならない。 

        本件不開示部分６については，処分庁が特定政党に不開示情

報の内容に係る事実関係を確認したものではないことから，こ

のような政党関係者による正確性が担保されていない問題意識

や考え方など，当時の特定政党としての認識状況等が推測され

得る情報を開示することは，あたかもそれらが事実であるかの

ように国民に混乱と誤解を与え，同党に対する信頼を低下させ，

同党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

ある。 

        したがって，本件不開示部分６は，法５条２号イに該当する。 

     （ｃ）本件不開示部分６は，法５条２号ただし書に該当しないこと 

        異議申立人は，本件不開示部分６を開示することによって，

消費者庁や農林水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の

問題点を知ることができ，今後特定会社Ｘのような消費者被害

が生じることを防止し，もって国民の「生活または財産を保護」

することにつながることから本件不開示部分６は法５条２号た

だし書に該当すると主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，異議申立人が述べるよう
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な抽象的・概念的な理屈によって法５条２号ただし書の該当性

が容易に認められるのであれば，極めて例外的な場合に限って

開示情報とした同条項の趣旨が著しく没却される。 

        行政文書開示請求は，何人に対しても等しく開示するもので

あるから，法５条各号所定の不開示事由該当性を検討・判断す

るに当たっては，個別の事案ごとに，一般的・客観的観点から

判断すべきであり，異議申立人の主張する開示することによる

利益等まで考慮に入れる必要はない（平成２６年度（行情）答

申第１３４号参照）。 

        法５条２号ただし書は，そもそも，当該情報を公にすること

により保護される人の生命，健康等の利益と，これを公にしな

いことにより保護される法人等又は事業を営む個人の権利利益

とを比較衡量し，前者の利益を保護することの必要性が上回る

ときには，当該情報を開示しなければならないとするものであ

る（詳解情報公開法５６ページ）。 

        本件不開示部分６を行政機関側が一方的に公にすると，党と

して公表を意図していない内容を公にすることにつながりかね

ず，処分庁が事実関係を確認していない文書に係る当該政党の

問題意識等が明らかになることを通じて，それらが事実である

かのように国民に誤解を与え，ひいては政党の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあることは既に述べた

とおりである。 

        他方，本件不開示部分６を公にすることが，どのようにして

国民の生活又は財産の保護につながるのか，その具体的な因果

関係は全く不明確であり，本件不開示部分６を公にすることの

意義が不明である。公にすることによって消費者庁や農林水産

省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の問題点が明らかにな

ることが期待できるという漠然とした概念的・抽象的な可能性

のみでは（本件ではそのような抽象的可能性すら認められない

と考えるが），法５条２号ただし書に該当しないことは明白で

ある。 

        このようなことから，本件不開示部分６に記載された情報を

公にすることにより保護される人の生活又は財産の利益と，当

該情報を公にしないことにより保護される法人等又は事業を営

む個人の権利利益とを比較衡量した場合に，前者の利益が不明

である以上，前者の利益が後者のそれを上回るとは到底認めら

れない。 

        したがって，本件不開示部分６は，法５条２号ただし書の人
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の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが

必要であると認められる情報に該当しないのは明らかである。 

     （ｄ）小括 

        上記（ａ）ないし（ｃ）により，異議申立人の主張には理由

がなく，原処分２の正当性を覆すものではない。 

     Ｂ 本件不開示部分７について 

       本件不開示部分７について，上記（イ）Ａと同旨 

     Ｃ 本件不開示部分８について 

     （ａ）本件不開示部分８は，法５条２号イに該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分８について，審査基準第３の

２（３）を引用した上で，特定ＰＴに参加した弁護士は職務の

一環として責任ある発言を行ったことから，発言内容を公開す

ることによって害される当該弁護士の「競争上の地位」や「信

用やノウハウ」などは存在しないこと，特定ＰＴの調査結果は

高い公益性を有すること，及び特定ＰＴに参加した弁護土は，

自己の氏名及び審議内容が公表されることを認識していたこと

から，同内容を公開しても同人の正当な利益が害されないこと

を理由として，法５条２号イに該当しないと主張する。 

        しかしながら，本件不開示部分８の作成主体が「政党」であ

る点を殊更強調し，特定政党の関係者が開催した会議及びそれ

に関連する文書は公共性の高いものであるから広く開示すべき

であるとする異議申立人の主張は，抽象論にすぎず，個別の対

象文書の不開示決定の是非についての検討を放棄したものであ

り，何ら根拠のないものであって失当である。 

        また，異議申立人は，政党が公益性や公共性を有することを

理由として，不開示部分を開示するべき旨を主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，政党の利益の保護のため

の不開示事由が法において規定されている。 

        したがって，政党の公益性や公共性は文書を開示すべき理由

には全くならない。 

        本件不開示部分８については，処分庁が特定ＰＴを開催した

特定政党及び本件不開示部分８の発言を行った弁護士に不開示

情報の内容に係る事実関係を確認したものではないことから，

このような正確性が担保されていない問題意識や考え方などが

推測され得る情報を開示することは，あたかもそれらが事実で

あるかのように国民に混乱と誤解を与え，同党に対する信頼を

低下させ，同党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがある。 
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        したがって，本件不開示部分８は法５条２号イに該当する。 

     （ｂ）本件不開示部分８は，法５条２号ただし書に該当しないこと 

        異議申立人は，本件不開示部分８を開示することによって，

消費者庁や農林水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の

問題点を明らかにすることができるのであり，今後特定会社Ｘ

のような甚大な消費者被害が生じることを防止し，もって「国

民の生活又は財産を保護」することに資することから，本件不

開示部分８は法５条２号ただし書に該当すると主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，異議申立人が述べるよう

な抽象的・概念的な理屈によって法５条２号ただし書の該当性

が容易に認められるのであれば，極めて例外的な場合に限って

開示情報とした同条項の趣旨が著しく没却される。 

        行政文書開示請求は，何人に対しても等しく開示するもので

あるから，法５条各号所定の不開示事由該当性を検討・判断す

るに当たっては，個別の事案ごとに，一般的・客観的観点から

判断すべきであり，異議申立人の主張する開示することによる

利益等まで考慮に入れる必要はない（平成２６年度（行情）答

申第１３４号参照）。 

        法５条２号ただし書は，そもそも，当該情報を公にすること

により保護される人の生命，健康等の利益と，これを公にしな

いことにより保護される法人等又は事業を営む個人の権利利益

とを比較衡量し，前者の利益を保護することの必要性が上回る

ときには，当該情報を開示しなければならないとするものであ

る（詳解情報公開法５６ページ）。 

        本件不開示部分８を行政機関側が一方的に公にすると，党と

して公表を意図していない内容を公にすることにつながりかね

ず，処分庁が事実関係を確認していない文書に係る当該政党の

問題意識等が明らかになることを通じて，それらが事実である

かのように国民に誤解を与え，ひいては政党の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあることは既に述べた

とおりである。 

        他方，本件不開示部分８を公にすることが，どのようにして

国民の生活又は財産の保護につながるのか，その具体的な因果

関係は全く不明確であり，本件不開示部分８を公にすることの

意義が不明である。公にすることによって消費者庁や農林水産

省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の問題点が明らかにな

ることが期待できるという漠然とした概念的・抽象的な可能性

のみでは（本件ではそのような抽象的可能性すら認められない



- 74 - 

と考えるが），法５条２号ただし書に該当しないことは明白で

ある。 

        このようなことから，本件不開示部分８に記載された情報を

公にすることにより保護される人の生活又は財産の利益と，当

該情報を公にしないことにより保護される法人等又は事業を営

む個人の権利利益とを比較衡量した場合に，前者の利益が不明

である以上，前者の利益が後者のそれを上回るとは到底認めら

れない。 

        したがって，本件不開示部分８は，法５条２号ただし書の人

の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが

必要であると認められる情報に該当しないのは明らかである。 

     （ｃ）小括 

        上記（ａ）及び（ｂ）により，異議申立人の主張には理由が

なく，原処分２の正当性を覆すものではない。 

   （エ）文書４について 

     Ａ 本件不開示部分９について 

       本件不開示部分９について，上記（ウ）Ａと同旨 

     Ｂ 本件不開示部分１０について 

       本件不開示部分１０について，上記（イ）Ａと同旨 

     Ｃ 本件不開示部分１１について 

       本件不開示部分１１について，上記（ウ）Ｃと同旨 

   （オ）文書５について 

     Ａ 本件不開示部分１２について 

       本件不開示部分１２について，上記（イ）Ａと同旨 

     Ｂ 本件不開示部分１３について 

       本件不開示部分１３について，上記（イ）Ｂと同旨 

     Ｃ 本件不開示部分１４について 

     （ａ）理由付記の不備による違法がないこと 

        異議申立人は，本件不開示部分１４は文書３ページ分が全面

的に不開示となっているところ，処分庁が原処分で示した不開

示理由だけでは，本件不開示部分１４が法５条２号イに定める

不開示事由に該当する根拠を知ることができず，このような抽

象的な不開示理由は理由付記として不十分であり，原処分２は

違法であると主張する。 

        しかしながら，処分庁は不開示事由に該当する情報だけを不

開示とし，それ以外の情報を開示している。そして，決定書別

紙を交付の上で具体的に当該部分・条項，理由を特定した上で

十分に説明しており，原処分２は何ら違法ではない。 
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        本件不開示部分１４は，原処分２において，前記（イ）Ｂ

（ａ）等と同様，不開示理由を明確に説明しており，当該個人

等の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

る情報なのである。本件不開示部分１４は，この黒塗りにした

内容全体が正に法５条２号の不開示部分として該当するもので

あることは，原処分２において真摯な説明を尽くしている。 

        よって，異議申立人の主張には理由がなく，原処分２の正当

性を覆すものではない。 

     （ｂ）本件不開示部分１４は，法５条２号イに該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分１４について，審査基準第３

の２（３）を引用した上で，特定ＰＴに参加した弁護士は職務

の一環として責任ある発言を行ったことから，発言内容を公開

することによって害される当該弁護士の「競争上の地位」や

「信用やノウハウ」などは存在しないこと，特定ＰＴの調査結

果は高い公益性を有すること，及び特定ＰＴに参加した弁護士

は，自己の氏名及び審議内容が公表されることを認識していた

ことから，同内容を公開しても同人の正当な利益が害されない

ことを理由として，法５条２号イに該当しないと主張する。 

        しかしながら，本件不開示部分１４の作成主体が「政党」で

ある点を殊吏強調し，特定政党の関係者が開催した会議及びそ

れに関連する文書は公共性の高いものであるから広く開示すべ

きであるとする異議申立人の主張は，抽象論にすぎず，個別の

対象文書の不開示決定の是非についての検討を放棄したもので

あり，何ら根拠のないものであって失当である。 

        また，異議申立人は，政党が公益性や公共性を有することを

理由として，本件不開示部分１４を開示すべき旨を主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，政党の利益の保護のため

の不開示事由が法において規定されている。 

        したがって，政党の公益性や公共性は文書を開示すべき理由

には全くならない。 

        本件不開示部分１４については，処分庁が特定政党に不開示

情報の内容に係る事実関係を確認したものではないことから，

このような政党関係者による正確性が担保されていない問題意

識や考え方など，当時の特定政党としての認識状況等が推測さ

れ得る情報を開示することは，あたかもそれらが事実であるか

のように国民に混乱と誤解を与え，同党に対する信頼を低下さ

せ，同党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがある。 
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        したがって，本件不開示部分１４は法５条２号イに該当する。 

     （ｃ）本件不開示部分１４は，法５条２号ただし書に該当しないこ

と 

        異議申立人は，本件不開示部分１４を開示することによって，

消費者庁や農林水産省における特定商法業者への対応が適切で

あったか否かを問い，今後特定会社Ｘが引き起こしたような甚

大な消費者被害が起こることを防止し，国民の生活又は財産を

保護することにつながることから本件不開示部分１４は法５条

２号ただし書に該当する旨主張する。 

        しかしながら，既に述べたように，異議申立人が述べるよう

な抽象的・概念的な理屈によって法５条２号ただし書の該当性

が容易に認められるのであれば，極めて例外的な場合に限って

開示情報とした同条項の趣旨が著しく没却される。 

        行政文書開示請求は，何人に対しても等しく開示するもので

あるから，法５条各号所定の不開示事由該当性を検討・判断す

るに当たっては，個別の事案ごとに，一般的・客観的観点から

判断すべきであり，異議申立人の主張する開示することによる

利益等まで考慮に入れる必要はない（平成２６年度（行情）答

申第１３４号参照）。 

        法５条２号ただし書は，そもそも，当該情報を公にすること

により保護される人の生命，健康等の利益と，これを公にしな

いことにより保護される法人等又は事業を営む個人の権利利益

とを比較衡量し，前者の利益を保護することの必要性が上回る

ときには，当該情報を開示しなければならないとするものであ

る（詳解情報公開法５６ページ）。 

        本件不開示部分１４を行政機関側が一方的に公にすると，党

として公表を意図していない内容を公にすることにつながりか

ねず，処分庁が事実関係を確認していない文書に係る当該政党

の問題意識等が明らかになることを通じて，それらが事実であ

るかのように国民に誤解を与え，ひいては政党の権利，競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあることは既に述べ

たとおりである。 

        他方，本件不開示部分１４を公にすることが，どのようにし

て国民の生活又は財産の保護につながるのか，その具体的な因

果関係は全く不明確であり，本件不開示部分１４を公にするこ

との意義が不明である。公にすることによって消費者庁や農林

水産省の特定会社Ｘに関する認識や監督体制の問題点が明らか

になることが期待できるという漠然とした概念的・抽象的な可
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能性のみでは（本件ではそのような抽象的可能性すら認められ

ないと考えるが），法５条２号ただし書に該当しないことは明

白である。 

        このようなことから，本件不開示部分１４に記載された情報

を公にすることにより保護される人の生活又は財産の利益と，

当該情報を公にしないことにより保護される法人等又は事業を

営む個人の権利利益とを比較衡量した場合に，前者の利益が不

明である以上，前者の利益が後者のそれを上回るとは到底認め

られない。 

        したがって，本件不開示部分１４は，法５条２号ただし書の

人の生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすること

が必要であると認められる情報に該当しないのは明らかである。 

     （ｄ）小括 

        上記（ａ）ないし（ｃ）により，異議申立人の主張には理由

がなく，原処分２の正当性を覆すものではない。 

     Ｄ 本件不開示部分１５について 

       本件不開示部分１５について，上記（イ）Ａと同旨 

     Ｅ 本件不開示部分１６について 

     （ａ）本件不開示部分１６は法５条２号イに該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分１６について，特定会社Ｘが

既に一切取引等の業務を行っておらず，法人格も消滅している

ことから，法５条２号イに該当しない旨主張する。 

        特定会社Ｘは，破産手続を終結して法人格が消滅しているが，

その事実は法律的には周知されているとしても，実際上は世間

一般に知れ渡って誰しもが知っているわけではないため，特定

会社Ｘの役員の印影を用いた詐欺行為によって消費者が損害を

被るおそれがある。 

        したがって，特定会社Ｘの権利その他正当な利益が害される

おそれがあるといえるため，本件不開示部分１６は法５条２号

イに該当する。 

     （ｂ）本件不開示部分１６は，法５条４号に該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分１６について，特定会社Ｘは

既に破産していることから，その印影が偽造されることなどに

よって，何らかの犯罪を誘発し，又は犯罪の実行を容易にする

などの事態はおよそ想定できず，法５条４号に該当しないと主

張する。 

        しかしながら，当該印影を公にすることによって，例えば当

該印影を使用して虚偽の契約書を作成し，その契約書をもって
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損害を受けたと主張して損害賠償請求訴訟を提起する事態が発

生するおそれがある。また，特定会社Ｘの役員の印影を用いて，

特定会社Ｘと契約していた消費者を狙った詐欺行為等の犯罪行

為を誘発しかねず，犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがある。 

        したがって，本件不開示部分１６は，法５条４号に該当する。 

     （ｃ）小括 

        上記（ａ）及び（ｂ）により，異議申立人の主張には理由が

なく，原処分２の正当性を覆すものではない。 

   （カ）文書６について 

     Ａ 本件不開示部分１７について 

       異議申立人は，本件不開示部分１７について，本件不開示部分

６で述べた不開示事由がそのまま該当する旨述べた上で，不開

示部分の情報を開示しても，会議に出席した弁護士の権利，競

争上の地位その他正当な利益を害するおそれがないこと，「人

の・・・生活又は財産を保護するため公にすることが必要であ

ると考えられる情報」に該当すること等を主張している。 

       しかしながら，実際には，本件不開示部分１７は，会議に出席

した弁護士の氏名や発言内容ではなく，会議に出席した議員の

氏名及び発言内容が不開示対象である。 

       そこで，異議申立人は，出席議員の氏名・発言内容の不開示に

ついて異議を述べているものと解したうえで，それに対する反

論を述べる。 

     （ａ）ないし（ｄ） 

        本件不開示部分１７について，上記（ウ）Ａ（ａ）ないし

（ｄ）と同旨 

     Ｂ 本件不開示部分１８について 

       本件不開示部分１８について，上記（イ）Ａと同旨 

     Ｃ 本件不開示部分１９について 

       本件不開示部分１９について，上記（ウ）Ｃと同旨 

     Ｄ 本件不開示部分２０について 

     （ａ）本件不開示部分２０は，法５条１号本文前段に該当すること 

        異議申立人は，本件不開示部分２０について，役職名から特

定の個人を識別することは不可能であり，文書作成から年月が

経過したこと，特定会社Ｘが破綻してから３年以上経過してい

ることから，法５条１号本文前段に該当しないと主張している。 

        しかしながら，本件不開示部分２０に記載されている役職に

該当する特定の個人を識別することは可能であり，また，文書

作成からの年月の経過によって，特定の個人を識別することが
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事実上不可能といっても過言ではないという主張についても，

異議申立人の独自の見解にすぎず，不開示理由を否定する明確

な根拠を欠き失当である。 

     （ｂ）本件不開示部分２０は，法５条１号ただし書ロに該当しない

こと 

        異議申立人は，仮に本件不開示部分２０が法５条１号本文前

段の情報に該当するとしても本件不開示部分２０を開示するこ

とによって，消費者庁や農林水産省における特定商法業者への

対応が適切であったか否かを問い，今後特定会社Ｘが引き起こ

したような甚大な消費者被害が起こることを防止し，国民の生

活又は財産を保護することにつながることから不開示部分２０

は同号ただし書ロに該当すると主張する。 

        しかしながら，そもそも，行政文書開示請求は，請求文書と

開示請求者の利害関係，個別的事情等にかかわりなく，何人に

対しても等しく開示するものであるから，法５条１号ただし書

ロの「公にすることが必要である」という文言を解釈するに当

たっては，個別の事案ごとに，一般的，客観的観点から判断す

べきものである。したがって，異議申立人のいう事実関係の確

認のために文書開示を受ける利益まで考慮に入れる必要はない

とされている（平成２６年度（行情）答申第１３４号参照）。 

        本件においては，特定の個人を識別することができる本件不

開示部分２０を開示することによって当該個人の権利利益が侵

害されるおそれがあることから，その保護を図るべきであり，

本件不開示部分２０を公にすることが当該不開示部分を公にし

ないことにより保護される利益に優越するとはいえない。異議

申立人の主張は，消費者庁及び農林水産省の預託法についての

規制権限行使に関する事実関係の確認のために本件不開示部分

２０の開示が必要である旨を主張しており失当である。また，

特定会社Ｘ担当者の役職名が「人の・・・生活又は財産を保護

するため，公にすることが必要であると認められる情報」に該

当するとの論理が，抽象的かつ漠然としており不明確である。 

        よって，異議申立人の主張には理由がない。 

     （ｃ）小括 

        上記（ａ）及び（ｂ）により，異議申立人の主張には理由が

なく，原処分２の正当性を覆すものではない。 

   （キ）文書７について 

     Ａ 本件不開示部分２１について 

       本件不開示部分２１について，上記（ウ）Ａと同旨 
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     Ｂ 本件不開示部分２２について 

       本件不開示部分２２について，上記（イ）Ａと同旨 

     Ｃ 本件不開示部分２３について 

       本件不開示部分２３について，上記（ウ）Ｃと同旨 

     Ｄ 本件不開示部分２４について 

       本件不開示部分２４について，上記（カ）Ｄと同旨 

 （３）結論 

    以上のとおり，本件異議申立て２を受け，諮問庁において，原処分２

の適法性及び妥当性について改めて慎重に検討した結果，異議申立人の

主張にはいずれも理由がなく，かつ処分庁が行った決定はいずれも適法

かつ妥当なものと認められたので，本件異議申立て２については，行政

不服審査法４７条２項の規定に基づき，これを棄却することとしたい。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，平成２６年（行

情）諮問第４６４号及び同第６１６号を併合し，調査審議を行った。 

   ① 平成２６年８月２８日  諮問の受理（諮問第４６４号） 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書１を収受（同上） 

   ③ 同年９月２２日     審議（同上） 

   ④ 同月３０日       異議申立人から意見書１を収受（同上） 

   ⑤ 同年１１月１９日    諮問の受理（諮問第６１６号） 

   ⑥ 同日          諮問庁から理由説明書２を収受（同上） 

   ⑦ 同年１２月８日     審議（同上） 

   ⑧ 同日          諮問庁から補充理由説明書を収受（諮問

第４６４号） 

   ⑨ 平成２７年１月７日   異議申立人から補充意見書を収受（同上） 

   ⑩ 同日          異議申立人から意見書２を収受（諮問第

６１６号） 

   ⑪ 平成２８年３月２９日  本件対象文書の見分及び審議（諮問第４

６４号及び同第６１６号） 

   ⑫ 同年５月２３日     審議（同上） 

   ⑬ 同年６月３０日     諮問第４６４号及び同第６１６号の併合

並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件対象文書について 

   本件対象文書は，特定年月日Ａ及び特定年月日Ｂに開催された特定政党

特定ＰＴに関する別紙に掲げる文書１ないし文書１０である。 

   処分庁は，法１１条に規定する特例延長を適用した１回目の決定におい

ては，文書１及び文書８ないし文書１０のうち法５条１号，２号イ，４号，
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５号及び６号イに該当する部分を不開示とする一部開示決定（原処分１）

を行い，２回目の決定においては，文書２ないし文書７のうち同条１号，

２号イ及び４号に該当する部分を不開示とする一部開示決定（原処分２）

を行った。 

   これに対し，異議申立人は，原処分において不開示とされた部分のうち，

別表の２の欄に掲げる本件不開示部分１ないし本件不開示部分２４（以下，

併せて「本件不開示部分」という。）は開示すべきであるとして，原処分

の取消しを求めている。 

   諮問庁は，本件不開示部分のうち，弁護士の氏名が記載されているとし

て不開示とされた部分（本件不開示部分３，本件不開示部分７，本件不開

示部分１０，本件不開示部分１２，本件不開示部分１５，本件不開示部分

１８及び本件不開示部分２２）については，法５条２号イの不開示理由を

追加した上で，本件不開示部分を不開示とした原処分は妥当であるとして

いることから，以下，本件対象文書の見分結果を踏まえ，本件不開示部分

の不開示情報該当性について検討する。 

 ２ 不開示情報該当性について 

 （１）文書１について 

   ア 当審査会において，文書１を見分したところ，次のとおりであるこ

とが認められる。 

     文書１は，特定年月日Ｂ開催の特定政党特定ＰＴ用に消費者庁が作

成した想定問答であり，想定問一覧，想定問及び答え並びに参考資

料で構成されている。 

     原処分においては，①４ページ目（参考資料）における特定会社Ｘ

の代表者印の印影が法５条２号イ及び４号に該当するとして，②１

０ページ目（参考資料）のうち１行目を除く部分が同条５号及び６

号イに該当するとして，それぞれ不開示とされており，本件不開示

部分１は①の不開示部分であり，本件不開示部分２は②の不開示部

分である。 

   イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件不開示部分１及び

本件不開示部分２を不開示とした理由について，改めて確認させた

ところ，諮問庁は，おおむね以下のとおり説明する。 

   （ア）本件不開示部分１は，特定会社Ｘの代表者印の印影であり，これ

を公にすると，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあることから，法５条２号イの不開示情報に該当す

るとともに，当該印影が偽造されるなど，犯罪の予防に支障を及ぼ

すおそれがあることから，同条４号の不開示情報にも該当する。 

   （イ）本件不開示部分２に記載された情報は，預託法に関し政府部内で

審議・検討された内容であり，これを公にした場合，行政機関の内
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部又は他の行政機関との率直な意見の交換が不当に損なわれるおそ

れがあることから，法５条５号の不開示情報に該当する。 

      また，本件不開示部分２に記載された情報は，預託法における執

行に関する情報であり，これを公にした場合，預託法に基づく調査

の際の着眼点や考え方が明らかとなり，違反事実の発覚を免れよう

とする者に対し，そのための対策を講じる余地を与えることとなっ

て，その結果，今後，預託法に係る執行事務に関し，正確な事実の

把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし，

若しくはその発見を困難にするおそれがあることから，法５条６号

イの不開示情報に該当する。 

   ウ 以下，上記諮問庁の説明を踏まえ検討する。 

   （ア）特定会社Ｘの法人格は既に消滅しており，本件不開示部分１を公

にしても，当該法人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれ及び犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるとは認められ

ない。 

      したがって，本件不開示部分１は，法５条２号イ及び４号のいず

れにも該当しないと認められるので，開示すべきである。 

   （イ）本件不開示部分２には，特定会社Ｘに関して消費者庁が農林水産

省から引き継いだ事実関係等が記載されているが，当該記載は，原

処分において既に開示されている他の部分とおおむね同様の内容及

び想定可能な内容であり，これらのことが明らかになったとしても，

行政機関の内部又は他の行政機関との率直な意見の交換が不当に損

なわれるおそれがあるとは認められず，法５条５号の不開示情報に

該当するとは認められない。 

      また，当該部分を公にしても，預託法に基づく調査の際の着眼点

や考え方が明らかとなるとは認められず，今後，預託法に係る執行

事務に関し，正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しく

は不当な行為を容易にし，若しくはその発見を困難にするおそれが

あるとは認められないから，法５条６号イの不開示情報に該当する

とも認められない。 

      したがって，本件不開示部分２は，法５条５号及び６号イのいず

れにも該当しないと認められるので，開示すべきである。 

 （２）文書２及び文書５について 

   ア 当審査会において，文書２及び文書５を見分したところ，次のとお

りであることが認められる。 

   （ア）文書２は，特定年月日Ａ開催の特定政党特定ＰＴの会議次第及び

配布資料であり，会議次第，消費者庁等国の行政機関が提出した資

料，特定政党の議員が作成した文書及び特定地方公共団体が提出し
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た資料で構成されている。 

      原処分においては，①会議次第のうち出席弁護士の氏名が法５条

１号に該当する（諮問庁は追加して同条２号イにも該当するとして

いる。）として，②特定政党の議員が作成した文書が同条２号イに

該当するとして，③特定地方公共団体が提出した資料のうちの問い

が記載された部分が同号イに該当するとして，それぞれ不開示とさ

れており，本件不開示部分３は①の不開示部分であり，本件不開示

部分４は②の不開示部分であり，本件不開示部分５は③の不開示部

分である。 

   （イ）文書５は，特定年月日Ｂ開催の特定政党特定ＰＴの会議次第及び

配布資料であり，会議次第，消費者庁等国の行政機関が提出した資

料，特定政党の議員が作成した文書並びに日本弁護士連合会が提出

した資料（弁護士が作成した説明文書及び添付資料）で構成されて

いる。 

      原処分においては，①会議次第のうち出席弁護士の氏名が法５条

１号に該当する（諮問庁は追加して同条２号イにも該当するとして

いる。）として，②特定政党の議員が作成した文書が同条２号イに

該当するとして，③日本弁護士連合会が作成した資料のうち弁護士

が作成した説明文書が同号イに該当するとして，④同説明文書のう

ち弁護士の氏名が同条１号に該当する（諮問庁は追加して同条２号

イにも該当するとしている。）として，⑤日本弁護士連合会が作成

した資料のうちの添付資料における特定会社Ｘの代表者印の印影が

同条２号イ及び４号に該当するとして，それぞれ不開示とされてお

り，本件不開示部分１２は①の不開示部分であり，本件不開示部分

１３は②の不開示部分であり，本件不開示部分１４は③の不開示部

分であり，本件不開示部分１５は④の不開示部分であり，本件不開

示部分１６は⑤の不開示部分である。 

   イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件不開示部分３ない

し本件不開示部分５及び本件不開示部分１２ないし本件不開示部分

１６を不開示とした理由について，改めて確認させたところ，諮問

庁は，おおむね以下のとおり説明する。 

   （ア）本件不開示部分３，本件不開示部分１２及び本件不開示部分１５

には，当該特定ＰＴに出席した弁護士の氏名が記載されており，当

該氏名は，個人に関する情報であって，特定の個人を識別すること

ができるものであるから，法５条１号の不開示情報に該当する。 

      また，弁護士個人がいかなる問題意識を有し，それを基にどのよ

うな事案に関与するかは，まさに事業を営む当該弁護士個人の当該

事業に関する情報であり，これらの不開示部分に記載された弁護士
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の氏名は，これを公にすることにより，当該弁護士の権利，競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあることから，法５条２

号イの不開示情報に該当する。 

   （イ）本件不開示部分４，本件不開示部分５，本件不開示部分１３及び

本件不開示部分１４に記載された情報は，特定会社Ｘ問題に関する

特定政党関係者の問題意識や考え方，当該特定ＰＴに出席した弁護

士の特定会社Ｘ問題に関する問題意識や解釈など，当時の特定政党

としての認識状況等が推測され得る情報が含まれており，特定政党

及び当該弁護士にその内容に係る事実関係を確認したものではない

ことから，このような正確性が担保されていない情報を開示するこ

とは，あたかもそれらが事実であるかのように国民に混乱と誤解を

与え，当該特定ＰＴを開催した特定政党に対する信頼を低下させ，

同党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

ことから，法５条２号イの不開示情報に該当する。 

   （ウ）本件不開示部分１６は，特定会社Ｘの代表者印の印影であり，当

該印影が法５条２号イ及び４号の不開示情報に該当する理由は，上

記（１）イ（ア）と同様である。 

   ウ 以下，上記諮問庁の説明を踏まえ検討する。 

   （ア）本件不開示部分３及び本件不開示部分１２に氏名が記載された弁

護士は，日本弁護士連合会を代表し，弁護士として特定ＰＴに出席

したのであるから，当該弁護士の氏名は，事業を営む個人の当該事

業に関する情報であると認められ，法５条１号には該当しない。 

      また，当該弁護士は日本弁護士連合会を代表して特定ＰＴに出席

しているのであるから，当該弁護士の氏名は，これを公にしても，

当該弁護士の事業活動に不利益が生じるとは考えられず，当該事業

を営む個人の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があるとはいえないことから，法５条２号イの不開示情報に該当す

るとは認められない。 

      したがって，本件不開示部分３及び本件不開示部分１２は，法５

条１号及び２号イのいずれにも該当しないと認められるので，開示

すべきである。 

   （イ）本件不開示部分４及び本件不開示部分１３には，特定会社Ｘ問題

に関連して特定政党から特定地方公共団体に対する質問事項が記載

されており，本件不開示部分５には，本件不開示部分４に記載され

た質問事項を簡潔にした内容が記載されている。 

      本件不開示部分４及び本件不開示部分１３は，特定政党の議員が

作成した文書であることは明らかであり，本件においては，特定政

党にその内容を確認するまでもなく，これらを公にしても，上記イ
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（イ）で諮問庁が説明するようなおそれがあるとは認められず，特

定政党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

るとは認められないから，法５条２号イの不開示情報に該当すると

は認められない。 

      また，本件不開示部分５は，本件不開示部分４に記載された質問

事項を簡潔にした内容が記載されているのであるから，本件不開示

部分４と同様に，法５条２号イの不開示情報に該当するとは認めら

れない。 

      したがって，本件不開示部分４，本件不開示部分５及び本件不開

示部分１３は，法５条２号イに該当しないと認められるので，開示

すべきである。 

   （ウ）本件不開示部分１４は，日本弁護士連合会が特定ＰＴに提出した

資料のうちの当該特定ＰＴに出席した特定の弁護士が作成した説明

文書であり，本件不開示部分１５は，当該説明文書を作成した特定

の弁護士の氏名である。 

      本件不開示部分１４は，当該特定ＰＴに出席した特定の弁護士が

作成した文書であり，本件においては，特定政党及び当該弁護士に

その内容を確認するまでもなく，これを公にしても，上記イ（イ）

で諮問庁が説明するようなおそれがあるとは認められないことから，

特定政党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あるとはいえず，また，日本弁護士連合会として特定ＰＴに提出し

た資料の一部であり，これを公にしても，当該弁護士に事業活動上

の不利益が生じるとは考えられないことから，当該事業を営む個人

の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとも

いえない。 

      さらに，本件不開示部分１５の弁護士の氏名は，上記（ア）と同

様に，法５条１号には該当せず，これを公にしても，当該弁護士の

事業活動に不利益が生じるとは考えられず，当該事業を営む個人の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとはい

えない。 

      したがって，本件不開示部分１４及び本件不開示部分１５は，法

５条１号及び２号イのいずれにも該当しないと認められるので，開

示すべきである。 

   （エ）本件不開示部分１６については，上記（１）ウ（ア）と同様に，

法５条２号イ及び４号のいずれにも該当しないと認められるので，

開示すべきである。 

 （３）文書３，文書４，文書６及び文書７について 

   ア 当審査会において，文書３，文書４，文書６及び文書７を見分した
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ところ，次のとおりであることが認められる。 

   （ア）文書３及び文書４は，いずれも，特定年月日Ａ開催の特定政党特

定ＰＴの概要（未定稿）を記載した文書であって，文書３はその短

縮版であり，文書４はその詳細版である。 

      原処分においては，文書３及び文書４の両文書における，①当該

特定ＰＴに出席した議員の氏名及び発言内容が法５条２号イに該当

するとして，②当該特定ＰＴに出席した弁護士の氏名が同条１号に

該当する（諮問庁は追加して同条２号イにも該当するとしている。）

として，③当該特定ＰＴに出席した弁護士の発言内容が同条２号イ

に該当するとして，それぞれ不開示とされており，本件不開示部分

６ないし本件不開示部分８は，文書３における順に①ないし③の各

不開示部分であり，本件不開示部分９ないし本件不開示部分１１は，

文書４における順に①ないし③の各不開示部分である。 

      なお，本件不開示部分６及び本件不開示部分９のうち出席議員の

発言内容の部分には，当該ＰＴに出席した弁護士の氏名（本件不開

示部分７又は本件不開示部分１０に該当する部分）も一部含まれて

いる。 

   （イ）文書６及び文書７は，いずれも，特定年月日Ｂ開催の特定政党特

定ＰＴの概要（未定稿）を記載した文書であって，文書６はその短

縮版であり，文書７はその詳細版である。 

      原処分においては，文書６及び文書７の両文書における，①当該

特定ＰＴに出席した議員の氏名及び発言内容が法５条２号イに該当

するとして，②当該特定ＰＴに出席した弁護士の氏名が同条１号に

該当する（諮問庁は追加して同条２号イにも該当するとしている。）

として，③当該特定ＰＴに出席した弁護士の発言内容が同条２号イ

に該当するとして，④特定会社Ｘ役職員の当該役職名が同条１号に

該当するとして，それぞれ不開示とされており，本件不開示部分１

７ないし本件不開示部分２０は，文書６における順に①ないし④の

各不開示部分であり，本件不開示部分２１ないし本件不開示部分２

４は，文書７における順に①ないし④の各不開示部分である。 

      なお，本件不開示部分１７及び本件不開示部分２１のうち出席議

員の発言内容の部分には，当該ＰＴに出席した弁護士の氏名（本件

不開示部分１８又は本件不開示部分２２に該当する部分）も一部含

まれている。 

   イ 当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件不開示部分６ない

し本件不開示部分１１及び本件不開示部分１７ないし本件不開示部

分２４を不開示とした理由について，改めて確認させたところ，諮

問庁は，おおむね以下のとおり説明する。 
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   （ア）本件不開示部分６，本件不開示部分８，本件不開示部分９，本件

不開示部分１１，本件不開示部分１７，本件不開示部分１９，本件

不開示部分２１及び本件不開示部分２３に記載された情報は，特定

会社Ｘ問題に関する特定政党関係者の問題意識や考え方，出席した

弁護士の特定会社Ｘ問題に関する問題意識や解釈など，当時の特定

政党としての認識状況等が推測され得る情報が含まれており，これ

らの不開示部分が法５条２号イの不開示情報に該当する理由は，上

記（２）イ（イ）と同様である。 

   （イ）本件不開示部分７，本件不開示部分１０，本件不開示部分１８及

び本件不開示部分２２には，当該特定ＰＴに出席した弁護士の氏名

が記載されており，当該氏名が法５条１号及び２号イの不開示情報

に該当する理由は，上記（２）イ（ア）と同様である。 

   （ウ）本件不開示部分２０及び本件不開示部分２４には，特定会社Ｘ関

係者の役職名が記載されており，当該情報は，個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものであるから，法５

条１号の不開示情報に該当する。 

   ウ 以下，上記諮問庁の説明を踏まえ検討する。 

   （ア）本件不開示部分６，本件不開示部分９，本件不開示部分１７及び

本件不開示部分２１のうち別表の３の欄に掲げる部分は，いずれも，

当該特定ＰＴに出席した特定政党議員の氏名が列記されている部分

における一部議員の氏名であり，これらの議員が当該特定ＰＴに出

席したことは，既に原処分で開示されている当該特定ＰＴの会議次

第（文書２及び文書５のうちの会議次第）の記載内容から明らかで

あり，これらの部分を公にしても，特定政党の権利，競争上の地位

その他正当な利益を害するおそれがあるとはいえないことから，法

５条２号イに該当しないと認められ，開示すべきである。 

   （イ）本件不開示部分７のうち別表の３の欄に掲げる部分には，特定の

弁護士の氏名は記載されておらず，また，当該部分の記載は，特定

の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することによ

り，特定の個人を識別することができるものを含む。）又は特定の

個人を識別することはできないが，公にすることにより，なお個人

の権利利益を害するおそれがあるものに該当するとは認められない

ことから，法５条１号に該当するとは認められない。 

      また，当該部分を公にしても，事業を営む個人の権利，競争上の

地位その他正当な利益を害するおそれがあるとは認められないこと

から，法５条２号イに該当するとは認められない。 

      したがって，本件不開示部分７のうち別表の３の欄に掲げる部分

は，法５条１号及び２号イのいずれにも該当しないと認められ，開
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示すべきである。 

   （ウ）本件不開示部分１０のうち別表の３の欄に掲げる部分には，当該

特定ＰＴに日本弁護士連合会を代表して出席した弁護士の氏名が記

載されており，当該氏名については，上記（２）ウ（ア）と同様の

理由により，法５条１号及び２号イのいずれにも該当しないと認め

られ，開示すべきである。 

   （エ）本件不開示部分２０及び本件不開示部分２４には，特定会社Ｘ役

職員の当該役職名が記載されているが，当該部分の記載は，特定の

個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより，

特定の個人を識別することができるものを含む。）又は特定の個人

を識別することはできないが，公にすることにより，なお個人の権

利利益を害するおそれがあるものに該当するとは認められないこと

から，法５条１号に該当しないと認められ，開示すべきである。 

   （オ）本件不開示部分６，本件不開示部分７，本件不開示部分９，本件

不開示部分１０，本件不開示部分１７及び本件不開示部分２１のう

ち別表の３の欄に掲げる部分以外の部分並びに本件不開示部分１１，

本件不開示部分１８，本件不開示部分１９，本件不開示部分２２及

び本件不開示部分２３については，特定会社Ｘに係る消費者問題に

関する特定政党関係者の発言者の問題意識や考え方，出席した弁護

士の特定会社Ｘ問題に関する問題意識や解釈など，当時の特定政党

としての認識状況等が推測され得る情報が含まれており，特定政党

において当該特定ＰＴの結果について公表等がされていればともか

く，諮問庁が説明するとおり，特定政党又は当該発言者にその内容

を確認したものでなく，特定政党等の同意が得られていないままに

これを公にすれば，不正確な内容を流布せしめる可能性があるなど，

特定政党の権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あるとする諮問庁の説明は否定し難く，法５条２号イに該当し，不

開示とすることが妥当といわざるを得ない。 

      なお，これらの不開示部分のうち当該特定ＰＴに出席した弁護士

の氏名が記載された部分については，諮問庁は法５条１号にも該当

すると説明するが，上記のとおりこれらの不開示部分は，同条２号

イに該当し不開示とすることが妥当であるから，同条１号該当性に

ついて判断するまでもない。 

   （カ）以上のことから，本件不開示部分６ないし本件不開示部分１１及

び本件不開示部分１７ないし本件不開示部分２４については，別表

の３の欄に掲げる部分以外の部分は，法５条２号イに該当すると認

められるので，同条１号について判断するまでもなく，不開示とす

ることが妥当であるが，別表の３の欄に掲げる部分は，同条１号及
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び２号イのいずれにも該当しないと認められるので，開示すべきで

ある。 

 ３ 異議申立人のその他の主張について 

   異議申立人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

 ４ 本件各一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，２号イ，

４号，５号及び６号イに該当するとして不開示とした各決定については，

異議申立人が開示すべきとする部分のうち，別表の３の欄に掲げる部分以

外の部分は，同条２号イに該当すると認められるので，同条１号について

判断するまでもなく，不開示としたことは妥当であるが，別表の３の欄に

掲げる部分は，同条１号，２号イ，４号，５号及び６号イのいずれにも該

当しないと認められるので，開示すべきであると判断した。 

（第５部会） 

  委員 南野 聡，委員 椿 愼美，委員 山田 洋 
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別紙 本件対象文書 

 文書１ 特定年月日Ｂ開催の特定政党特定ＰＴ用想定問答 

 文書２ 特定年月日Ａ開催の特定政党特定ＰＴの会議次第及び配布資料 

 文書３ 特定年月日Ａ開催の特定政党特定ＰＴ概要（未定稿）（短縮版） 

 文書４ 特定年月日Ａ開催の特定政党特定ＰＴ概要（未定稿）（詳細版） 

 文書５ 特定年月日Ｂ開催の特定政党特定ＰＴの会議次第及び配布資料 

 文書６ 特定年月日Ｂ開催の特定政党特定ＰＴ概要（未定稿）（短縮版） 

 文書７ 特定年月日Ｂ開催の特定政党特定ＰＴ概要（未定稿）（詳細版） 

 文書８ 特定年月日Ａ開催の特定政党特定ＰＴの開催案内 

 文書９ 特定年月日Ａ開催の特定政党特定ＰＴ用想定問答 

 文書１０ 特定年月日Ｂ開催の特定政党特定ＰＴの開催案内 
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別表 

１  

文書 

２ 本件不開示部分 ３ 左のうち，開示す

べき部分  該当箇所 

文書

１ 

１ ４ページ目における特定会社Ｘの

代表者印の印影 

全て 

２ １０ページ目の２行目ないし末尾 全て 

文書

２ 

３ １ページ目における弁護士の氏名 全て 

４ ２１ページ目全て 全て 

５ ・２３ページ目の４行目５文字目

ないし６行目末尾，９行目５文

字目ないし同行末尾及び１３行

目５文字目ないし１５行目末尾 

・３４ページ目の２行目全て 

・３５ページ目の２行目全て 

・３６ページ目の２行目全て 

全て 

文書

３ 

６ 会議に出席した議員の氏名及び発

言内容 

５行目６文字目ないし

同行２９文字目 

７ 会議に出席した弁護士の氏名 ３０行目３０文字目な

いし同行３３文字目 

８ 会議に出席した弁護士の発言内容 なし 

文書

４ 

９ 会議に出席した議員の氏名及び発

言内容 

１ページ目の５行目７

文字目ないし同行３０

文字目 

１０ 会議に出席した弁護士の氏名 １ページ目の８行目３

８文字目ないし９行目

２８文字目 

１１ 会議に出席した弁護士の発言内容 なし 

文書

５ 

１２ １ページ目における弁護士の氏名 全て 

１３ ５ページ目全て 全て 

１４ １０ページ目ないし１２ページ目

全て 

全て 

１５ １０ページ目における弁護士の氏

名 

１６ １３ページ目における特定会社Ｘ

の代表者印の印影 

全て 

文書

６ 

１７ 会議に出席した議員の氏名及び発

言内容 

１ページ目の５行目６

文字目ないし同行２２

文字目 
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１８ 会議に出席した弁護士の氏名 なし 

１９ 会議に出席した弁護士の発言内容 なし 

２０ ２ページ目における特定会社Ｘ関

係者の役職名 

全て 

文書

７ 

２１ 会議に出席した議員の氏名及び発

言内容 

１ページ目の５行目６

文字目ないし同行２２

文字目 

２２ 会議に出席した弁護士の氏名 なし 

２３ 会議に出席した弁護士の発言内容 なし 

２４ ４ページ目における特定会社Ｘ関

係者の役職名 

全て 

 （注）１ ページ数については，文書の１枚目を１ページ目として数える。 

    ２ 行数については，空白行及び罫線のみの行がある場合は，当該空

白行等は行数に数えない。 

    ３ 文字数については，句読点，半角の英数字及び記号は１文字と数

え，空白及び罫線は数えない。 

 

 




